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第 1 章   序論  

第 1 節  研究の背景  

1 . 1 . 1  気候変動の影響の顕在化  

I P C C （ I n t e r g o v e r n m e n t a l  P a n e l  o n  C l i m a t e  C h a n g e ）の第 6 次

評価報告書（ A R 6 ）によれば、気温が 2 ℃ 上昇する場合、降雨強度が

1 4 % 強まり、 1 0 年確率降雨の頻度も 1 . 7 倍となることが示されており、

更に気温が 4  ℃ まで上昇する場合には、降雨強度は 2 0 . 2 ％、 1 0 年確率

降雨の頻度は 2 . 7 倍になると予想されている。世界の水循環が地球規模

の気温上昇とともに強まり続けるという証拠が強まっており、降水量と

地表水の流れは、季節の陸域の地域でより変動が年々大きくなる可能性

が高い 4 。  

2 0 1 5 年に採択されたパリ協定では、平均気温上昇を産業革命前と比

較して 2 ℃ 未満に抑え、 1 . 5 ℃ に近づけることが主要な目標となり、日

本 は 、 2 0 1 5 年 7 月 に 自 国 が 決 定 す る 貢 献 案 注 （ I N D C ： I n t e n d e d  

N a t i o n a l l y  D e t e r m i n e d  C o n t r i b u t i o n ）を決定し、気候変動枠組条

約事務局へ提出している。また、地球温暖化対策計画に基づき、 2 0 3 0

年 度 に 2 0 1 3 年 度比 2 6 ％ 減 の温 室 効果 ガ ス 削 減 目 標 を定 め て お り 、

2 6 ％の内の 2 ％を森林吸収源対策により確保することとしている 1 。  

他 方、 人為的 な土地 利用 改変に よる森 林生 態系の 劣化・ 消失 は続き 、

世界の毎年 5 2 0 万ヘクタールの森林が減少し、気候変動影響を強める

温室効果ガス排出の原因となっている 2 。その原因の大部分は農業活動

である 3 。  

そ う し た 中 で 、 国 際 自 然 保 護 連 合 （ I U C N ） は N a t u r e - b a s e d  

S o l u t i o n s （ N b S ）  を提案し、自然の機能を活用した防災・減災対策

について、世界的に注目が集まっている。  
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図  1 - 1  温暖化に伴う極端な気象現象の増加 4  
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図  1 - 2   森林伐採の理由は農地拡大が 7 割以上  

引用： A  S y n t h e s i s  R e p o r t  f o r   R E D D +  P o l i c y m a k e r s  ( 2 0 1 2 )  

 

1 . 1 . 2  地方自治体の計画策定義務と影響評価研究の必要性  

( 1 )  地方自治体の適応計画策定義務  

N b S といった国際的な動きに注目が集まる一方で地域レベル （地方

自治体）では、より実践的な側面において気候変動対策の課題を抱えて

い る。 例えば 、地域 レベ ルにお ける 気 候変 動の適 応策の 検討 は 地域 の

様々な地理・生態・社会経済・文化の実情に沿って、地元の理解を得な

がら実施しなければならないという、適応に関する特徴 がある 5 。しか

し、現在の気候変動の進行を鑑みるに、地域レベルにおいても迅速かつ

幅広い分野で、きめ細かく早期に取り組まなければならない 6 。そうし

た課題がある中で、英国、ドイツ、米国などの先進国では、 I P C C への

貢献を考慮して、自国における「気候変動の影響と気候変動への適応」

の規定と自治体レベルの計画を策定した 7 。それを追従するかたちで、

日本も 2 0 1 8 年 1 2 月に気候変動適応法（平成 3 0 年法律第 5 0 号 ) を施

行し、地方自治体に対する気候変動適応計画の策定の努力を義務付けた。

一方、緩和策では、地球温暖化対策推進法に基づき、地球温暖化対策計

画 に 即 し て 、 地 方 公 共 団 体 実 行 計 画 を 策 定 し な け れ ば な ら な い （ 図  
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1 - 3 ）。  

その結果として、 2 0 2 4 年 2 月現在時点で、都道府県 4 7 件、政令市

2 0 件、市区町村 1 9 6 件、合計 2 6 3 件の地域気候変動適応計画を策定さ

れたが、その内、策定の評価指標を設定している割合は 4 割程度となっ

て おり 、市町 村レベ ルに おいて は計画 評価 に関す る支援 が必 要であ る

（図  1 - 4 ）。  

 

 

図  1 - 3  地域気候変動適応計画策定の構図（環境省） 8  
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図  1 - 4  策定年別の地域適応策の定量指標が設定されている計画割合 9  

 

( 2 )  適応策を検討するための研究と情報の不足  

また、 2 0 1 5 年度から文部科学省の気候変動適応技術社会実装プログ

ラ ム （ S o c i a l  I m p l e m e n t a t i o n  P r o g r a m  o n  C l i m a t e  C h a n g e  

A d a p t a t i o n  T e c h n o l o g y :  S I - C A T ）がスタートし、研究者と自治体

関係者等が協力して将来必要となる適応策とそのための技術開発が国家

プロジェクトとして実施された（図  1 - 5 ） 1 0 。  

し か しな がら 、気候 変 動適 応セ ンター が 運営 する 「気候 変 動適 応情

報プラットフォーム ( A - P L A T ) 」等、取組はなされているものの現時点

では日本の地方レベルの自治体では具体的な適応策を検討するための情

報が不足しており 1 1 、現在も気候変動の将来予測、その地域レベルへの

ダウンスケール、その結果を踏まえた地域への影響予測、地域特有の脆

弱性とリスク評価、対策技術、社会実装など、多岐に渡る研究と活動が

求められており 1 2 、地方公共団体の希望する解像度（市区町村レベルや

特定の場所）での情報提供が期待されている 1 0 。  
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図  1 - 5  文部科学省諸プログラムの位置づけ  

（統合的気候モデル高度化研究プログラム公開シンポジウム 1 0 ）  

 

1 . 1 . 3  小規模流域における気候変動対策への課題  

近 年 、気 候変 動の影 響 で降 雨や 降雪の 時 期、 確率 降雨 、 融 雪時 期に

変化が現れてきており、特に洪水外力は既に大きく変化しており、地方

自治体においても早急な対応が求められている。令和 3 年 1 0 月 2 2 日

に閣議決定された気候変動適応計画 1 3 では、気候変動により頻発化・激

甚化する水災害に対して、気候変動を考慮した計画に見直すことや、流

域治水の推進に当たっては、自然環境が有する多様な機能を活 用し、災

害リスクの低減に寄与する自然の機能を積極的に保全又は再生すること

が掲げられている。しかし、その効果は小流域毎に異なるため、機能の
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正確な把握が重要である。  

一 方 、農 業用 水につ い ては 、 気 候変動 に よる 降水 ・融雪 の パタ ーン

の変動や、土地利用や水稲の作付け時期の変化が予測される状況下で安

定的に農業用水を確保するためには、気候変動による影響と流域の循環

特性に基づいた水利用計画の策定が必要となるが、小規模流域において

は、それらを考慮した水利計画の策定は課題である。  

他 方 、地 方の 流域管 理 では 地域 活性化 と いっ た経 済と連 携 した 持続

的な流域管理が必要であり、小流域での検証が必要であるとされている

1 4 。地方の小さな自治体ほど自然エネルギーのポテンシャルが大きく、

特に農村部は風力、太陽光、バイオマス、地中熱など多くの自然エネル

ギー資源があるとも言われており 1 5 、上述の通り（図  1 - 3 ）、地方自治

体における緩和策の検討が義務付けられるなかで、流域内の資源を有効

活用し、自治体は再生可能エネルギーの推進と地域活性化を合わせて考

える必要がある。特に、気候変動の影響は過疎化や少子高齢化が進展す

る地域で深刻化すると考えられることから、さらに低密度地域に着目し

た今後の研究の追加も必要である 1 6 。最後に地方自治体は包括的かつ早

急な対応が求められているが、特に小規模な流域（小規模な自治体）に

おいては、対策に投入するリソースが豊富にあるわけではないため、選

択と集中を行う必要があり 2 5 、総合的な評価に基づいた計画策定が必

要である。   
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第 2 節  本研究の目的と方針  

1 . 2 . 1  研究目的  

 地方自治体の気候変動適応計画の策定努力は義務付けられたが、気候

変動モデルに基づく、地域レベルの影響評価の研究については必ずしも

十分とは言えない。その中でも、小規模な自治体は気候変動の影響を受

けやすく、異常気象による影響は顕在化している中で、水災害に関連し

た対策については早急な対応が求められており、かつ再生可能エネルギ

ー等の地域資源を活用した地域活性化が重要である。そのため、その地

域における気候変動の影響および対策の効果を明確にし、持続可能な流

域管理を推進するための総合的な評価手法を検討することが重要であり、

その結果として、気候変動シナリを踏まえた水循環の健全性や流域マネ

ジメントの取組みの効果を「見える化」することで、質の向上を図 るこ

とが可能になると考える。  

本 研 究は 、小 規模の 流 域資 源の 管理に 着 目し 、 地 域レベ ル にお ける

気候変動を考慮した流域の災害リスクと自然の機能、気候変動の緩和策

（再生可能エネルギー）の効果を定量分析し、それらの関係を整理し、

流域資源の総合的な評価手法を提案する。  

  

1 . 2 . 2  研究方針  

評価手法の提案までのフローを図  1 - 6 に示す。まず、想定するシナ

リオとしては、気候変動シナリオおよび流域資源利用シナリオを設定す

る。分析項目は気候変動の影響を考慮した災害リスク、自然の機能、気

候変動緩和策（再生可能エネルギー）を評価する。その後、各項目の定

量分析し、各項目の関係を整理する。項目の指標による相対評価と総合

評価を実施し、総合評価の結果に基づいて項目間のトレードオフを分析
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することで、社会課題を考慮した流域資源管理を提案する。  

 

 

 

図  1 - 6  流域資源の総合評価手法開発とそのフロー  

  

各項目の定量分析および関係整理

災害リスク 緩和策（再エネ）自然の機能

気候変動シナリオ 流域資源利用シナリオ

各項目の相対評価と総合評価の実施

総合評価に基づいて項目間のトレードオフ分析

気候変動による影響

社会課題を考慮した流域資源管理の提案
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第 3 節  論文構成  

 本論文は 7 章から構成されており、 1 章は上述の通り、本研究の背

景・目的を述べ、 2 章では自治体で使用することを想定し、汎用性の観

点からシミュレーション・モデルの比較・選定・検証を行う。 3 章では

複数の気候変動シナリオを適用してシミュレーションを行い、気候変動

による降雪・融雪への影響を評価する。 4 章では森林面積の減少による

森林の貯水機能と災害リスクの関係を分析する。 5 章では各気候変動シ

ナリオによる再生可能エネルギー（小水力）のポテンシャル変化を確認

する。 6 章では 3 ～ 5 章の研究成果を踏まえて、地域レベルにおける流

域資源の定量的な評価手法の構築と流域の管理方法を提案する。そして、

7 章を研究総括とした。  

 

  

図  1 - 7  論文構成  

  

1章：背景・目的

6章：地域レベルにおける流域資源の定量的な評価手法の構築

7章：総括

2章：モデルの選定と検証
モデル選定→データ収集→パラメータ設定・モデル構築→キャリブレーション→再現性検証

5

4章：
気候変動を考慮した森林の貯水機能
と災害リスクの評価

➢ 森林地帯の小流域における皆伐
（森林から農地に転換）による
森林の貯水機能の変化を評価す
るとともに、災害リスクを評価。

➢ 気候変動シナリオに基づく、流
出量の変化についても考察。

3章：
冬期の気候変動による降雪・融雪へ
の影響評価

➢ 積雪寒冷地域の森林地帯（小流
域）における気候変動が与える
融雪・降雪への影響評価

➢ 春先の渇水の可能性について考
察

５章：
気候変動を考慮した再エネ（小
水力）のポテンシャル評価

➢ 気候変動シナリオおよび3
年・10年確率降雨における小
水力のポテンシャルを推計

➢ 各シナリオにおける小水力の
ポテンシャルの変化について
評価。

貯水機能と災害リスク降雪・融雪への影響 再エネポテンシャル

気候変動シナリオに考慮した分析
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 モデルの選定と検証  

第 1節  背景  

 気候変動の影響評価では、水文モデルを用いたシミュレーションによ

る 解 析 が 多 く 用 い ら れ て い る 。 例 え ば 、 水 循 環 解 析 モ デ ル で あ る

G E T FL O WS を使用した事例では、グリーンインフラを活用した地下水涵

養等の水循環の改善の検討 1や、流出モデルである H SPF を使用した事例

では、気候変動が湖沼の水循環に及ぼす影響評価 2等がある。これらの研

究は、それぞれの対象地で設定したシナリオの結果を示しているものの、

融雪期や極端降雨のシミュレーション等 3 4、特定の気候条件や一部の機

能の精度向上が求められる場合や、多様なシナリオで幅広い将来予測を

行い、様々なシチュエーションを想定できるようにすること等が、気候

変動の影響予測解析を実施する上で課題となっている 1。   
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第 2節  解析方針  

第 1 章で記述した通り、地域レベルにおける気候変動適応計画の策定

の努力が義務付けられており、特に水災害については、地方自治体は気

候変動の将来予測の結果を踏まえた早急な対応策の検討が必要である。  

本研究では、災害リスク、自然の機能、再生可能エネルギーのポテン

シャルを評価するにあたり、水循環モデルを用いることとした。一方、

影響を評価するための水循環モデルは上述の通り、複数存在するが、地

方自治体レベルで評価するための手法やツールを選定するための評価は

十全に行われていない。そこで本章では、自治体・地域レベルで実施で

きる汎用性を念頭におき、最適なモデルの選定を行う。また、そのモデ

ルの精度向上の手法を検討し、構築したモデルの再現性を検証する。  
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第 3節  研究対象地及び解析方法  

2 . 3 .1  対象流域  

研究対象地は福島県三島町の塙子沢流域（図  2 -1）である。塙子沢は

只見川の支流であり、流域は緯度 37 . 50° -37 .4 7°、経度 1 39 . 62° -1 39 . 63°、

標高 3 50 -3 70  m に位置し、流域面積は 2 . 85  km 2 で、ほとんどが山林に覆

われている。農地の 0 . 4%は本川沿いにある。降雪期は 1 2 月から 2 月、

融雪期は 3 月から 4 月である。降水量は 6 月から 7 月の梅雨時期に比較

的多く、 9 月から 1 0 月にかけては台風が多い。 2 020 年の年間降水量は

1 ,3 40  m m、日平均気温は 10 . 6  ℃、日最低気温は 6 .9  ℃、日最高気温は

15 . 3  ℃、である。  

 

 

図  2 - 1  研究対象地 （福島県三島町塙子沢 ）  

 

福島県
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2 .3 .2  解析モデルのタイプと選定  

（ 1）  流出モデルのタイプ 5  

流域モデルは、地域や流域内の水文プロセスや資源の管理を行うため

のツールであり、主に集中型モデル、準分布型モデル、分布型モデルの

3 つの主要なモデルがある。各モデルの特徴を表  2 -1 に示す。  

集中型モデルは、流域全体を一つの一元的なモデルで表現し、流域全

体の平均的な特性や挙動を取り扱う。一方、地域の異質性や細かい地理

的変動を十分に反映することはできないが比較的計算負担が少ない。  

一方で、準分布型モデルは流域をいくつかの部分に分割し、各部分に

対して個別にモデルを適用し、流域内の一部の特性を反映することがで

きる。計算負荷は集中型モデルより高くなるが、詳細なモデリングが可

能である。代表的なモデルとしては S WAT（ So i l  and  Wa te r  A s s es sm en t  To o l）

や、 H SPF、 TO P MO D E L 等があげられる。  

分布型モデルは、流域を多数の小さなセルに分割し、各セルに水文プ

ロセスをモデル化し、地域内の空間的な変動を詳細に表現でき、地形や

土地利用の影響を考慮できる。分布型モデルは高い詳細度と精度を持つ

一 方 で 、 計 算 負 担 が 高 い の が 特 徴 で あ る 。 代 表 的 な モ デ ル に は

G E T FL O W S や M IK E -SH E 等があげられる。  

小流域を対象とした場合、高精度な分析を優先し、分布型も考えられる

が、自治体が十分なデータを所有しているかは分からず、またより詳細

な設定が求められる分布型モデルでは、解析準備と解析時間が長くなっ

てしまうため、準分布型モデルが最適であると判断した。  
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表  2 - 1  各モデルの特徴  

モデル  集中型モデル  準分布型モデル  分布型モデル  

アプロ

ーチ  

流域全体を一つの一元

的なモデルで表現。  

流域をいくつかの部分に

分割し、各部分に対して

個別にモデルを適用。  

流域を多数の小さなセル

に分割し、各セルに水文プ

ロセスをモデル化  

特徴  ➢  流域全体の平均的な

特性を取り扱う。  

➢  地域の異質性や細か

い地理的変動を無視

することがある。  

➢  比較的計算負担が低

い。  

➢  流域内の一部の異

質性を考慮できる。  

➢  部分ごとに異なる特

性やパラメータを持

つ。  

➢  計算負担は集中型モ

デルより高いが、詳細

なモデリングが可能。  

➢  地域内の空間的な変

動を詳細に表現でき

る。  

➢  地形や土地利用の影

響を考慮できる。  

➢  高い詳細度と精度を

持つが、計算負担が

高い。  

パラメ

ータ  

流出係数  気象、植生、土壌、地形

等  

気象、植生、土壌、地形

等  

代表的

なモデ

ル  

合理式、CN SWAT、HSPF、

TOPMODEL、
AnnAGNP,   

GETFLOWS、MIKE-

SHE、KINEROS、PRMS  
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（ 2）  準分布型モデルの比較  

準分布型モデルの代表的なモデルについて、機能比較を行った結果、

SWAT +が最適であると判断した。  

SWAT +モデルの選定理由は以下の通りである。  

➢  準分布型であり、本研究解析期間と範囲と合致（降雪・融雪の解析は

MIKE-SHE も可能だが、収集したデータから検討し、簡易的な SWAT+の

方が本研究には適している）  

➢  降雪・融雪および地下水挙動のシミュレーションが可能  

➢  長期的な予測が可能（気候変動などのシナリオにも対応可能）  

➢ 搭載のデータベースを活用することで実測データが無い流域でも予測可能  

➢  実測値を得ることが難しいパラメータについてキャリブレーションによ

り適切な値にフィッテイング  

➢  SWAT は土壌・作物・土地利用などの各種データベースと有し、汎用性が

高い  

➢  実測データの少ない不特定流域を対象とした流量・水質の予測が可能。  

➢  解析スケールを任意に設定することが可能（小流域レベルも対応）  
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表  2 - 2  準分布 ・分布型モデルの機能比較  

モデル 準分布型  
地下水

挙動  

降雪・融雪  

再現  
農業利用  汎用性  

ｷｬﾘﾌ ﾞﾚ

ｰｼｮﾝ  

SWAT+ 準分布  〇 

〇  

（簡易な解析

可能）  

◎  

（灌漑・土

壌侵食等

再現）  

◎  

（不特定

流域の

解析可）  

◎  

（自動ｷｬ

ﾘﾌﾞﾚｰｼｮ

ﾝ可）  

TOPMODEL 準分布  〇 × 〇  〇  〇  

MIKE-SHE 分布型  〇 

〇  

（複雑な解析

可能）  

〇  

△  

（モデル

がやや

複雑）  

△  

GETFLOWS 分布型  〇 × 〇 〇  〇  
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2 .3 .3  SWAT +モデルの概要  

（ 1）  SWA T +とは  

SWAT は米国農務省 -農業研究事業団（United States  Department of Agriculture  

– Agricultural  Research Service ：USDA-ARS）  によって開発された解析ツー

ルであり、20 年以上にわたって世界中で使用されている水循環モデルである

6。SWAT モデルでは、対象流域を HRU（水文流出単位）と呼ばれる小流域に

細分化する（図  2 -3）。HRU は、土地利用、土壌タイプ、勾配などを組み合わ

せたサブ流域内の一塊の領域であり、ランドスケープで発生するすべての水

文プロセスをシミュレーションするためのものである 7。そして、各々の流域

における降水量、蒸発散量、河川流量，流域内貯水量を物理現象として計算

し、これらを流域全体に統合することで対象流域内の水の動き（直接流出・

基底流出・流域内貯留）を知ることができる準分布型モデルである。  

SWAT+は、SWAT の改訂版であり、インタフェースは QGIS であり、Python

を使用して開発されている 8。操作方法は SWAT よりもわかりやすい表現とな

り、使いやすくなっている。蒸発散量の推定では、Penman-Montei th を使用し

た 9。  
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図  2 - 2 SWAT+の機能とモデル構築 1 0  

 

 

図  2 - 3 対象流域における H R U  
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（ 2）  水収支の計算式  

水収支は以下の数式で計算している（ 1） :   

 

𝑆𝑊t = 𝑆𝑊0 + ∑(𝑅day − 𝑄serf − 𝐸a − 𝑊seep − 𝑄gw)

𝑡

𝑖=1

 

 

ここで、 SW t  ：土壌水分量（ mm）、 SW 0  ：初期土壌水分量（ mm）、

t  ：時刻（日）、 R d a y  ：降水量（ mm）、 Q s u r f  ：表面流出量（ mm）、

Ea  ：蒸発散量（ m m）、W s e e p  ：不飽和帯に入る水量（ m m）、 Q g w  ：

戻り流量（ mm）、である。  

流域を細分化することで、様々な作物や土壌の蒸発散の違いをモデ

ルに反映させることができる。流出量は、各 HRU について別々に予

測され、流域の総流出量を得るためにルーティングされる。これによ

り、精度が向上し、水収支をより適切に物理的に表現することができ

る 1 1。  

 

𝑄surf =
(𝑅𝑑𝑎𝑦 − 𝐼𝑎)2

𝑅𝑑𝑎𝑦 − 𝐼𝑎 − 𝑆
           ∵  𝑅𝑑𝑎𝑦 > 𝐼𝑎 

 

ここで、 Q s u r f  ：表面流出（ mm）、 R d a y  ：降雨深度（ mm）、 Ia  ：初

期流出量（流出前の表面貯留、遮断、浸透）（ mm）、 S  ：保水

（ mm）である。保水力パラメータ：、地形（傾斜）、土壌、土地利

用、管理手法に依存し、土壌水分量により時間経過とともに変化する

（式 (3 )）。  

 

𝑆 = 25.4 (
1000

𝐶𝑁
− 10)  

 

ここで、 C N  は先行水分量、土壌浸透量、土地利用、土地管理条件に

対応する 1 2。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 1 )  

(3 )  

(2 )  
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（ 3）  モデル評価  

RMS E（ Ro ot  Mea n  S quar ed  Er ro r）は、シミュレーションと観測値と

の適合度を示すために使用される（式 (4 )） :  

 
 

𝑅𝑀𝑆𝐸 = √
∑ 𝐸𝑉𝑛

𝑖=1

𝑛
 

 

ここで、EV：誤差分散（シミュレーションと観測値との差分の 2 乗）、

n：観測日数である。  

Nas h -Su tc l i f f e  Ef f i c i ency（ NS E）は、測定データの分散と比較した残差

分散の相対的な大きさを決定する正規化統計量である。  

 

 
 

𝑁𝑆𝐸 = 1 −
∑ (𝑄obs − 𝑄sim)2𝑛

𝑖=1

∑ (𝑄obs − 𝑄ave)2𝑛
𝑖=1

 

 

 

Q s i m：シミュレーション値（ m 3 / s）、  Q o b s：観測値（ m 3 / s）、  Q a v e：

シミュレーション期間の観測値の平均値（ m 3 / s）、である。  

Q s i m と Q o b s はそれぞれタイムステップにおけるシミュレーション値

と観測値（ m 3 / s）、 P と Q は全期間におけるシミュレーション値と観

測値の対応する平均値（ m 3 / s）、 n は流速データ点の総数である。  

また、観測値と計算値をプロットしたときに 1：1 の線上に分布する k を示

す指標として決定係数を用いて精度を確認する。  

 

𝑅2 = 1 −
∑ (𝑄obs − 𝑄ave)2𝑛

𝑖=1 − ∑ (𝑄obs − 𝑄sim)2𝑛
𝑖=1

∑ (𝑄obs − 𝑄ave)2𝑛
𝑖=1

 

 

  

(4 )  

(5 )  

(6 )  
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第 4節  SWAT +モデルの構築  

2 . 4 .1  データの収集  

SWAT +のモデル構築のために取得したデータの一覧を表  2 -3 に示す。  

 

表  2 - 3  取得データ一覧  

項目  データ元  備考  

標高データ  
国土地理院  

基盤地図情報  
1 0  m ラスターデータ  

土地利用分布  

J A X A（ E O R C）  

A V N I R - 2 高解像度  

土地利用土地被覆図  

1 0  m メッシュ（ 森 林 、農 地 、草 地に区分 ）  

土壌分布  
2 0 万分の１ 土地分類  基

本調査 （ 農 研機構 ）  
シェープファイル（ポリゴン）  

気象データ  
国立環境研究所  

観測データ  

日 データ： 風 速 、風 向 、気 温 、相 対 湿 度 、

日 射 量 、降 水 量 、日 照 時 間 、積 雪 深 度 、

クオリティ値  

5 分間隔データ： 流量 、 S S  

土質データ  
現地調査データ  

（ 2 0 2 1 / 1 2 / 1 7 ）  

含 水 率 、  E C 、 p H 、強 熱 減 量 、真 比 重 ，

透水係数 、粒度分布  

 

（ 1）  標高データ  

標高データ（ D E M）は国土地理院基礎地図情報の 10  m ラスターデー

タを使用した。図  2 -4 に使用した標高データを示すとともに、解析によ

り判明した対象流域および、支川（ S t re a m）を示す。流域は 5 つに分割

される。  
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図  2 - 4 標高データ（赤枠：対象地の小流域、青線：支川）  

 

（ 2）  土地利用データ  

土地利用は宇 宙航 空研究開発機 構  ( JA X A )  と地球観 測研 究センタ ー  

(E O R C )の A L O S /A L O S -2 解析データである高解像度土地利用土地被覆図

（ 10 m メッシュ）を使用した。大部分（ 9 8 .4％）は森林地帯である。土地

利用は農地（ A G R L）、森林地帯（ FR ST）、水域（ WAT E R）、草地（ PA ST）

の区分とした。踏査調査により土地利用の確認を行い、明らかに異なる

土地利用は一部修正した。  

 



2-14 

 

図  2 - 5  土地利用図  

 

表  2 - 4  流域内の土地利用  

Wa t e r s h e d  
a r e a   

L a n d - u s e  ( % )  R i v e r  l e n g t h  

( k m 2 )  F o r e s t  
G r a s s  
l a n d  

P a d d y  
f i e l d  

( k m )  

2 . 8 5  9 8 . 4  1 . 2  0 . 4  2 . 5  

 

（ 3）  土壌データ  

1）土壌分布  

土壌分布は国土数値情報の 20 万分の 1 土地分類基本調査（シェープ

ファイル）を使用した（図  2 -6）。土壌は農地の黒ボク土と森林地帯の森

林褐色土の 2 種類に区分した。  
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図  2 - 6  土壌分布図  

 

2）土壌分析  

土壌をサンプリングし、分析した結果を以下に示す。  

 

表  2 - 5  含水率 、  E C、pH、強熱減量 、比重  透水率  

Sam p le  N a me  

Wa te r  

C on ten t  

(% )  

E C   

(dS / m )  
pH  

Ign i t i on  

lo s s  (% )  

Spe c i f i c  

g r av i ty  

Sa tu ra t ed  

hyd ra u l i c  

con duc t i v i t y  

 ( cm / s )  

Fo r e s t  (上 ）  34 . 03  12 . 6  4 .1  26 . 18  2 .5 7  1 .5 7×10 - 2  

Fo r e s t  (下 ）  16 . 09  12 . 1  4 .7  8 .0 3  2 .7  9 .9×10 - 6  

C rop l an d  26 . 91  4 .8  4 .0  22 . 43  2 .6 0  1 .7 1×10 - 3  
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表  2 - 6 粒度分布（ g）  

Part icle  s ize 

dis tr ibution in 

grams 

Gravel  

(2.0 mm 

above)  

Coarse 

sand 

 (2.0 -  0.2 

mm) 

Fine sand  

(0.2 -  0 .02 

mm) 

Sil t   

(0.02 - 

0.002 mm) 

Clay  

(0.002 

below) 

Fo r e s t  (上 ）  1 . 2 1  3 .2  1 .0 97  0 .8 8  0 .3 04  

Fo r e s t  (下 ）  0 . 2 3  1 .3 4  1 .8 59  0 .9 45  0 .4 89  

C rop l an d  1 .2 9  2 .6 4  1 .2 7  1 .3 98  0 .1 84  

 

表  2 -7 粒度分布（％）  

Pa r t i c l e  s i ze  

d i s t r ibu t io n  i n  

pe rce n t  

G rav e l  

(2 .0  m m 

abo ve )  

C oa r s e  

s an d  (2 .0  -  

0 . 2  m m )  

F i ne  s and  

(0 .2  -  

0 . 0 2  mm )  

S i l t  

( 0 . 02  -  

0 . 0 02  

mm )  

C la y  

(0 .00 2  

be low )  

Fo r e s t  (上 ）  18 . 08  47 . 82  16 . 4  13 . 16  4 .5 4  

Fo r e s t  (下 ）  4 . 7 2  27 . 56  38 . 22  19 . 44  10 . 06  

C rop l an d  18 . 9 0  38 . 99  18 . 76  20 . 64  2 .7 1  

 

（ 4）  気象観測データ  

国立環境研究所の表  2 - 8 の観測データを使用した。  

 

表  2 - 8  N IE S 提供データ  

気象観測データ  

測  定  値 ： 風 速 、風 向 、気 温 、相 対 湿 度 、

日射量 、降水量 、日照時間 、積

雪深度 、クオリティ値  

データ間隔 ： 1 日   

観測期間  ： 20 18 /1 2 / 9 -2 02 2 / 3 /31  

三島町塙子沢

流量 S S 観測デ

ータ  

測定値    ： 流量 、S S  

データ間隔 ： 10 分  

観測期間   ： 20 19 /1 / 21 - 20 22 /3 /3 1  
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雨量データを以下に示す。  

 

 

図  2 - 7 月別降水量  

 

2 . 4 .2  パラメータの設定  

（ 1）   土壌パラメータ  

SWAT +の土壌パラメータは非常に多く、全てのパラメータの値を実測

で取得することは困難であったため、 FA O  So i l データベースより、黒ボ

ク土（ B ux t on）、森林褐色土（ C anb i so l s）を使用して、基礎のパラメータ

として入力し 1 3、透水係数（ s o i l_k）、最大容水量（ aw c）、クライ土（ C la y）、

シルト（ S i l t）、サンド（ S an d）、ロック（ R ock）の値を実測値より入力し

た。  

以下、入力した土壌パラメータを示す。  

 

  

0
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表  2 - 9 土壌パラメータ（森林褐色土）上部  

V a l ue  D esc r ip t i on  
SWA T +  

V ar ia b le  
D e fa u l t  

R eco m men de d  

R ang e  

1   L aye r  nu mb e r  in  

so i l  
l a ye r_ nu m  1  1  -  1 00  

500  mm  
D ep th  t o  bo t to m 

o f  l ay e r  
dp  0  0  -  3 50 0  

0 .9  g / cm 3  
B u l k  d en s i ty  o f  

l a ye r  
bd  0 .9  0 .9  -  2 . 5  

0 .7 382  mm / m m  

A va i l ab l e  w a t e r  

cap ac i ty  o f  so i l  

l a ye r  

aw c  0  0  -  1  

565 .2  mm / h r  

Sa tu ra t ed  

hyd ra u l i c  

con duc t i v i t y  o f  

so i l  l ay e r  

so i l_ k  0  0  -  2 00 0  

4 .2  %  
C ar bon  in  s o i l  

l a ye r  
ca rbo n  0 .0 5  0 .0 5  -  10  

4 .5 4  %  C la y  in  so i l  l aye r  c l ay  0  0  -  1 00  

13 . 16  %  S i l t  i n  so i l  l ay e r  s i l t  0  0  -  1 00  

65 . 9  %  Sand  in  s o i l  l a ye r  s an d  0  0  -  1 00  

18 . 08  %  R ock  in  so i l  l ay e r  ro ck  0  0  -  1 00  

0 .1 1   So i l  a l bed o  w hen  

so i l  i s  mo i s t  
a l b  0  0  -  0 . 2 5  

0 .1 5  mm / h r  

U SL E  eq ua t i on  

so i l  e rod i b i l i t y  

(K )  f ac t o r  

u s l e _k  0  0  -  0 . 6 5  

12 . 6  dS /m  

E le c t r i ca l  

con duc t i v i t y  o f  

so i l  l ay e r  

e c  0  0  -  1 00  

0  %  
C aC O 3  in  s o i l  

l a ye r  
cac o3  0  0  -  6 5  

4 .1   pH  va l ue  o f  so i l  

l a ye r  
ph  3  3  -  1 0  
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表  2 - 10 土壌パラメータ（森林褐色土）下部  

V a l ue  D esc r ip t i on  
SWA T +  

V ar ia b le  
D e fa u l t  

R eco m men de d  

R ang e  

2   L aye r  nu mb e r  in  

so i l  
l a ye r_ nu m  1  1  -  1 00  

1000  mm  
D ep th  t o  bo t to m 

o f  l ay e r  
dp  0  0  -  3 50 0  

1 .3 3  g / cm 3  
B u l k  d en s i ty  o f  

l a ye r  
bd  0 .9  0 .9  -  2 . 5  

0 .9 197  mm / m m  

A va i l ab l e  w a t e r  

cap ac i ty  o f  so i l  

l a ye r  

aw c  0  0  -  1  

0 .3 564  mm / h r  

Sa tu ra t ed  

hyd ra u l i c  

con duc t i v i t y  o f  

so i l  l ay e r  

so i l_ k  0  0  -  2 00 0  

2 .3  %  
C ar bon  in  s o i l  

l a ye r  
ca rbo n  0 .0 5  0 .0 5  -  10  

10 . 06  %  C la y  in  so i l  l aye r  c l ay  0  0  -  1 00  

19 . 44  %  S i l t  i n  so i l  l ay e r  s i l t  0  0  -  1 00  

65 . 78  %  Sand  in  s o i l  l a ye r  s an d  0  0  -  1 00  

4 .7 2  %  R ock  in  so i l  l ay e r  ro ck  0  0  -  1 00  

0 .2 4   So i l  a l bed o  w hen  

so i l  i s  mo i s t  
a l b  0  0  -  0 . 2 5  

0 .1 5  mm / h r  

U SL E  eq ua t i on  

so i l  e rod i b i l i t y  

(K )  f ac t o r  

u s l e _k  0  0  -  0 . 6 5  

12 . 1  dS /m  

E le c t r i ca l  

con duc t i v i t y  o f  

so i l  l ay e r  

e c  0  0  -  1 00  

0  %  
C aC O 3  in  s o i l  

l a ye r  
cac o3  0  0  -  6 5  

4 .7   pH  va l ue  o f  so i l  

l a ye r  
ph  3  3  -  1 0  
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表  2 - 11 土壌パラメータ（黒ボク土）  

V a l ue  D esc r ip t i on  
SWA T +  

V ar ia b le  
D e fa u l t  

R eco m men de d  

R ang e  

1   L aye r  nu mb e r  in  

so i l  
l a ye r_ nu m  1  1  -  1 00  

1000  mm  
D ep th  t o  bo t to m 

o f  l ay e r  
dp  0  0  -  3 50 0  

1 .0 5  g / cm 3  
B u l k  d en s i ty  o f  

l a ye r  
bd  0 .9  0 .9  -  2 . 5  

0 .7 76  
mm / m

m  

A va i l ab l e  w a t e r  

cap ac i ty  o f  so i l  

l a ye r  

aw c  0  0  -  1  

61 . 56  mm / h r  

Sa tu ra t ed  

hyd ra u l i c  

con duc t i v i t y  o f  

so i l  l ay e r  

so i l_ k  0  0  -  2 00 0  

3 .2  %  
C ar bon  in  s o i l  

l a ye r  
ca rbo n  0 .0 5  0 .0 5  -  10  

2 .7 1  %  C la y  in  so i l  l aye r  c l ay  0  0  -  1 00  

20 . 64  %  S i l t  i n  so i l  l ay e r  s i l t  0  0  -  1 00  

57 . 75  %  Sand  in  s o i l  l a ye r  s an d  0  0  -  1 00  

1 8 . 9  %  R ock  in  so i l  l ay e r  ro ck  0  0  -  1 00  

0 .0 1   So i l  a l bed o  w hen  

so i l  i s  mo i s t  
a l b  0  0  -  0 . 2 5  

0 .3 2  mm / h r  

U SL E  eq ua t i on  

so i l  e rod i b i l i t y  

(K )  f ac t o r  

u s l e _k  0  0  -  0 . 6 5  

4 .8  dS /m  

E le c t r i ca l  

con duc t i v i t y  o f  

so i l  l ay e r  

e c  0  0  -  1 00  

0  %  
C aC O 3  in  s o i l  

l a ye r  
cac o3  0  0  -  6 5  

0   pH  va l ue  o f  so i l  

l a ye r  
ph  3  3  -  1 0  
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（ 2）   降雪・積雪・融雪パラメータ  

デフォルト値のシミュレーション結果を観測値と比較すると、 12 月か

ら 3 月にかけてのデータのほとんどが降雨であり、降雪と融雪が適切に

再現されていないため、融雪温度と降雪温度のパラメータを調整する必

要があった。ネットワーク化された測候所が 1 0 分間隔で収集した最高

気温、平均気温、積雪深の気象データを用いて、降雪温度（ f a l l _ tm p）と

融雪温度（ me l t _ t m p）を計算し、降雪温度は、降雪があった日（ 2 01 9 - 202 0

年内の 11 月と 3 月）の平均気温（ 2 .5 1℃）とした。融雪温度は、降雨が

なかった日（ 201 9～ 2020 年内の 12 月～ 2 月）で、積雪深が 1cm 以上減

少した日の最高気温（ 2 .71℃）とした。  

 

表  2 - 12 降雪・積雪・融雪のパラメータ  

V al ue  D esc r ip t i on  
SWA T +  

V ar ia b le  
D e fa u l t  

R eco m men de d  

R ang e  

2 .5 1  deg  C  Snow fa l l  t em pe ra t u r e  f a l l_ t mp  1 .0  -5  -  5  

2 .7 1  deg  C  
Snow  me l t  b a s e  

t e mp e ra tu r e  
me l t_ t mp  0 .5  -5  -  5  

4 . 5  
mm / deg  

C /d ay  

Max i mu m me l t  r a t e  

fo r  sn ow  d u r i ng  ye a r  

( J un e  2 1 )  

me l t_ ma x  4 .5  0  -  1 0  

4 .5  
mm / deg  

C /d ay  

Mi n im um  m e l t  r a t e  

fo r  sn ow  d u r i ng  ye a r  

(D ec  2 1 )  

me l t_ m in  4 .5  0  -  1 0  

1   
Snow  pa ck  

t e mp e ra tu r e  l a g  

f a c to r  

t mp_ l ag  1  0  -  1  

1  mm  
Mi n im um  s now  w a te r  

con t en t  
snow _h2 o  1  0  -  5 00  

0 .5   F ra c t ion  o f  m i n i mu m  

snow  w a te r  co n ten t  
cov 50  0 .5  0  -  1  

0  mm  

In i t i a l  s now  w a te r  

con t en t  a t  s t a r t  o f  

s im u la t io n  

snow _ i n i t  0  ―  

 



2-22 

第 5節  モデルの検証  

上記のパラメータを設定し、表  2 -13 の計算条件において、モデルの検

証を実施した。土質および気象データは、対象流域内の実測値を使用し

た。計算条件を表  2 -1 3 に示す。本研究は計算の時間間隔を日単位とし

た。ウォームアップ期間は 2 019 年 2 月 1 日から 2 019 年 12 月 31 とし、

シミュレーション期間は 202 0 年 1 月 1 日から 2 020 年 1 2 月 31 日とし

た。一部のパラメータは実測値より調整・入力した。  

H R U の閾値は 5 %を適用し、 45 の H U R として定義された（図  2 - 3）。  

 

表  2 - 13 計算の設定条件  

項目  内容  

期間  
•  W a r m - u p ： 2 0 1 9 / 2 / 1 - 2 0 1 9 / 1 2 / 3 1   

•  S i m u l a t i o n ： 2 0 2 0 / 1 / 1 - 2 0 2 0 / 1 2 / 3 1   

時間間隔  •  日単位  

調整  

パラメータ  

•  以下のパラメータは実測値より調整・入力  

 透水係数（ soil_k） 、最大容水量（ awc） 、  

Clay、Sil t、Sand、Rock、EC  

 積雪気温： 2.51℃  

 融雪気温： 2.71℃  

計算方法  •  蒸発散量の計算： Penman-Monteith 法  

•  表面流の計算   ：Curve Number 法  

 

2 . 5 .1  パラメータの調整結果  

 パラメータを調整した場合とデフォルト値の比較  

 SWAT +は、基準となるデフォルト値を所有しており、デフォルト値を

使用したシミュレーションも可能である。デフォルト値によりシミュレ

ーションを実施した場合と、取集データによりパラメータを調整した場

合との精度の違いを確認した。  

 デフォルト値では、パラメータを調整したことで、決定係数は 0 .5 71 か

ら 0 . 751 に改善した。また、流量 0 . 1m 3 / s 以上の実測・推定値の相関が向
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上している。  

 

 

図  2 - 8 デフォルト値を使用したシミュレーション結果  

 

 

図  2 - 9 パラメータ調整後のシミュレーション結果  
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図  2 - 10 実測値との推定値の相関比較  

（右：デフォルト値、左パラメータ調整）  

 

2 . 5 .2  自動キャリブレーションによる補正  

（ 1）  自動キャリブレーションの設定  

自動キャリブレーションは観測値を用いてパラメータを補正し、シミ

ュレーションを繰り返すことで N S E、 R MSE、 MSE の値を改善する。自

動キャリブレーションは N SE、R MSE、M S E から選択することができる。

本研究では、 N SE を自動校正に選択した。  
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（ 2）  補正パラメータ  

側方流動の移動時間（ Q l a t）の計算には、キネマティックストレージモ

デル（ S lo an  and  Mo o re ,  1 984）を適用しており、その中で側方浸透流は以

下の数式で計算されている。  

 

 

φ d：間隙率（ mm/ mm） ,  α h i l l：傾斜角度 ,  K s a t：飽和透水係数

（ mm/hr） ,  SW l y , e x c e s s：日可能浸透量（ mm） ,  L h i l l：傾斜距離（ m）  

 

SW AT+では、 SL S UBBS N（平均斜面長）、 HRU_ SL P （平均斜面勾

配）、 S OL_ K（飽和透水係数）といったパラメータで計算している。

傾斜のパラメータの影響が大きいことから、本来  SW AT モデルが開

発された対象である農地ではなく、傾斜が急な森林地にこれを適用す

ると、側方流が過剰に計算されてしまうことが分かっている 1 4。  

側方流は降雨と地下水滞留時間や直接流出とのタイムラグを把握

することが困難であり、加えて、影響が大きいパラメータであるため、

補正パラメータとして側方流動の移動時間  Qla t（ l a t _ t i me）を対象と

した。  

 

（ 3）  キャリブレーションの結果  

 側方流動の移動時間（ l a t_ t i me）を補正した結果を図  2 -11 に示す。  

自動キャリブレーションにより、 0 . 1  m 3 / s 以下の精度が向上しており、

決定係数 R 2 は 0 .7 51→ 0 .773 に改善した（図  2 -1 2）。  
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図  2 - 11 自動キャリブレーションによる補正結果  

 

 

 

図  2 - 12 自動キャリブレーション後の相関  

 

 

 

 

0

100

200

300

400

500

6000.0001

0.001

0.01

0.1

1

10

100

1000

0
1

/0
1

/2
0

2
0

0
1

/0
2

/2
0

2
0

0
1

/0
3

/2
0

2
0

0
1

/0
4

/2
0

2
0

0
1

/0
5

/2
0

2
0

0
1

/0
6

/2
0

2
0

0
1

/0
7

/2
0

2
0

0
1

/0
8

/2
0

2
0

0
1

/0
9

/2
0

2
0

0
1

/1
0

/2
0

2
0

0
1

/1
1

/2
0

2
0

0
1

/1
2

/2
0

2
0

P
re

ci
p

it
at

io
n

(m
m

)

R
iv

er
 D

is
ch

ar
ge

(m
3

/s
)

Precipitation Observed(m3/s) Calibulation (m3/s)

流
量

(m
3 /

s)

降
雨

量
(m

m
)

降雨 ：
実測 ：
        ：

1月 2月 3月 ４月 5月 ６月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

R² = 0.7731

0.0001

0.001

0.01

0.1

1

10

100

0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10 100

推
定

値
（

m
3

/s
）

実測値（m3/s）

R2 = 0.773

推
定
値
（

m
3 /

s）

実測値（m3/s）



2-27 

 

 

2 . 5 .3  精度検証  

 デフォルトパラメータ、調整パラメータ、自動キャリブレーションの

シミュレーション結果から、各月の N SE と R MSE を算出した。その結果

を図  2 -1 3、図  2 -14、表  2 -14 に示す。  

N SE はばらつきを考慮した評価指標であり、値が 1 に近いほど精度が

高い。降雪期（ 12 月～ 2 月）と融雪期（ 3 月～ 4 月）では、N SE の値が全

体的に低く、降雪・融雪期の精度確保の難しさを示している。一方、調

整パラメータと自動キャリブレーションの精度は、N SE のデフォルトパ

ラメータよりも向上していることが示された。通年（全体）の N SE を計

算した結果、デフォルトパラメータでは -0 . 26、調整パラメータでは 0 .59、

自動キャリブレーションでは 0 . 62 であった。  

各月の R M SE は、最適値は 0 であり、これは実測値と観測値の差を重

視した評価指標である。降雨時は R M SE の値が高く、精度が低いと評価

される。降雨量が少ないときは、河川流量が少なく、観測値と予測値の

差 が 小 さ く な る た め 、 精 度 が 高 く な る 。 自 動 キ ャ リ ブ レ ー シ ョ ン の  

R MSE  は全体的に値が小さく、精度が高いと評価される。 通年（全体）

の R MSE を計算すると、D e fa u l t パラメータは 0 .2 0、a d ju s t パラメータは

0 .1 5、自動キャリブレーションは 0 .15 であった。  

デフォルトの計算値より、パラメータ調整と自動キャリブレーション

に精度の改善が見られた。一方、 R MSE については、 N S E を補正基準と

したこともあり、値の改善はほとんど見られなかった。  

流出モデルの評価指標と精度評価基準については Mo r ia s i 氏が以下の

通り示している。Mo r ia s i 氏の精度基準においては N SE は 0 .6 以上あり、

精度として十分（ S a t i s f ac to r y）であることが分かった。また、自動キャ

リブレーション後の決定係数は R 2= 0 . 77 はあり、こちらも  Mo r i a s i  e t  a l .
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（ 20 07 )が示す 0 .5 以上を確保できており、一連の作業により精度が確保

できることがわかった 1 5。  

 

図  2 - 13 各計算値の N SE  

-7
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図  2 - 14 各計算値の R MSE  

 

表  2 - 14 各計算値の N SE＆ R MSE 一覧（月別＆通年）  

  

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月

RMSE デフォルト パラメータ調整           

Best Fit

RMSE
(m3/s）

 計算値  1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  通年  

N

S

E 

デフォルト  -0.54 -2.35 -3.08 -2.65 0.98 0.97 -0.64 0.66 -2.14 -1.22 -6.66 -2.32 -0.26 

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ調整  -0.19 -0.75 -2.38 -0.12 0.90 0.93 0.66 0.88 0.86 0.17 -0.36 -2.41 0.59 

ｷｬﾘﾌﾞﾚｰｼｮﾝ  -0.04 -0.75 -1.82 0.12 0.87 0.94 0.70 0.87 0.75 0.21 -0.25 -2.47 0.62 

R

M

S

E 

デフォルト  0.13 0.14 0.13 0.16 0.01 0.01 0.45 0.36 0.13 0.11 0.14 0.07 0.20 

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ調整  0.10 0.11 0.11 0.09 0.02 0.02 0.35 0.30 0.03 0.07 0.07 0.07 0.15 

ｷｬﾘﾌﾞﾚｰｼｮﾝ  0.10 0.11 0.11 0.09 0.02 0.02 0.34 0.30 0.04 0.07 0.06 0.08 0.15 
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第 6節  考察  

 シミュレーションの精度確保  

以上の結果より、日本国内の積雪寒冷地かつ森林主体の小流域におい

てシミュレーションを実施する場合、SWAT＋を用いることで再現性のあ

るモデルを構築することができると考えられる。一方、降雪・融雪期の

シミュレーションの再現性を確保することは、標高や勾配が異なるなど

条件が複雑であるため、他と比較して難しく、降雪・融雪の再現性を確

保するためには、観測点を増やす等により詳細な条件設定が必要である。 

また、自動キャリブレーションにより精度が向上することが確認され、

収集データが少ない場合やパラメータの測定が困難な場合に、シミュレ

ーション精度を向上させる有効性がわかった。一方、 N SE に基づいて自

動校正を行った場合、 R MSE は改善されなかった。補正基準を選択する

際には、N SE、R MSE、M SE はそれぞれ特性が異なるため、目的に応じて

自動校正基準を選択する必要がある。  

 

 公開データによる補完  

本研究で使用した S WAT +は、改良されたことでより他のソフトと比較

してインターフェイスが見やすく操作性に優れている。一方、土壌デー

タを収集は専門性も必要となる。日本土壌インベントリー（農研機構）

の土壌データを使用した場合においても一定の改善が確認されており、

SWAT +のデフォルト値と組み合わせて、解析することで一定の精度を作

ることが可能であると考える。  
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図  2 - 15 日本土壌インベントリー（農研）データをパラメータに入力  
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第 7節  まとめ  

 本研究で得られた結果を以下にまとめる。  

（ 1）  モデルの選定  

モデルは準分布型モデルかつ汎用性が高い SWAT＋を採用した。  

（ 2）  モデルの構築  

土壌分析の実測値の入力、側方流の補正値として自動キャリブレー

ションを実施し、モデル構築した。  

（ 3）  モデルの検証  

構築したモデルを N SE、 R M S E で精度検証を行い、それぞれ一定の

精度が確保できることを確認した。  

 

本章で構築したモデルを使用して、 3 章から 5 章のシミュレーシ

ョンを実施する。   
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 冬期の気候変動による降雪・融雪への影響評価  

第 1節  本章の背景・目的  

3 . 1 .1  積雪寒冷地の森林地帯における気候変動の影響  

20 世紀半ば以降、北半球の積雪面積が減少していることの確信度は非

常に高く（図  3 - 1）、北半球の積雪面積は、 1 967 年から 2 01 2 年の期間で

3 月と 4 月の平均については 1 0 年当たり 1 .6（ 0 . 8～ 2 . 4） %、 6 月につい

ては 1 0 年当たり 11 . 7  （ 8 .8～ 14 . 6）%の割合で減少している 1。また、 21

世紀末までに気候変動への対策がなされず、温室効果ガスが排出され続

け、気温が 1 850 -1 90 0 年よりも 4  ℃上昇した場合、北半球の春季の積雪

面積は、モデル平均では 2 6%減少すると予測されており 2、地表面温度が

5～ 7℃上昇した場合、北半球の積雪面積は 30～ 6 0％減少するとしている

2。  

寒冷地河川の年間総流量の 70 %を占めるとされる豊富な融雪水量は、

流域涵養や灌漑用水の供給などのように健全な水循環系を構成する重要

な要素であり、地域社会を支える貴重な天然資源である 3。かかる状況を

鑑みるに、2 100 年には融雪期の流量が減少に適応していくために、現在

の水利用の実態をより正確に把握し、総合的な水管理方策の検討を行っ

ていくことが必要である 4。  
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図  3 - 1 北半球の積雪面積の推移 1  

 

 

図  3 - 2 地球温暖化の進行と気候システムの変化 2  
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図  3 - 3 地表面の温度変化と積雪範囲の変化率 2  

 

3 . 1 .2  三島町の気候変動による気候条件の変化  

 三島町周辺おける気候変動による気候条件の変化について 、最も近い

金山町のアメダスデータ 5を整理した。平均気温、降雨量、降雪量の推移

を図  3 -4、図  3 - 5、図  3 - 6、に示す。  

 全体的な推移の傾向として、198 0－ 202 0 年の間に平均気温は 0 . 8  ℃上

昇、降雨量は 1 45  m m 増加、降雪量は 1 4 6  m m 減少しており、気候変動の

影響が生じている可能性が示唆された。  
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図  3 - 4 198 0－ 20 20 年平均気温（金山町）  

 

  

図  3 - 5 198 0－ 20 20 年、降雨量（金山町）  
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図  3 - 6  19 80－ 2 02 0 年、降雪量（金山町）  

 

3 . 1 .3  積雪寒冷地および融雪・降雪に関する文献  

積雪寒冷地および融雪・降雪に関する既存文献では、以下の内容が確

認されている。  

➢  積雪寒冷地の大規模流域における気候変動のシミュレーションでは、

2100 年には融雪期の流量が減少し灌漑に支障をきたすとしている 4。  

➢  融雪量の予測については、これまでは個別流域での経験式によるものが

多く、他の流域や異なる気候条件に適用できず、気候変動などによる将

来変化予測が困難である 6。  

➢  また、気候変動が与える影響は排出シナリオや気候変動モデルの進捗に

合わせて、更新する必要がある 7。  

➢  積雪寒冷地における冬期の渇水に関する分析は定性的なものが多く、全
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体の傾向を示すに留まっている 8。  

➢  日本において SWAT+を使用した積雪寒冷地の森林地帯における気候変

動による融雪の影響評価の研究は少ない i。  

 

3 . 1 .4  本章の目的  

本章では、S WAT＋を使用して積雪寒冷地域の森林地帯（小流域）にお

ける気候変動が与える融雪・降雪への影響と春先の渇水の可能性につい

て評価する。  

  

 

i  G oog l e  s c ho la r： 4 件  , 20 23 年 10 月 17 日時点  
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第 2節  解析方法  

3 . 2 .1  気候変動シナリオの検討  

 S S P シナリオ  

 将 来 の 社 会 経 済 の 発 展 の 傾 向 を 仮 定 し た 共 有 社 会 経 済 経 路 （ Sh a r ed  

Soc io -E con om i c  P a th w ay： S S P）シナリオと放射強制力を組み合わせたシ

ナリオから、下表の 5 つが主に使用される。これらは  SSP x -y  と表記さ

れ、 x  は  5  種の  S S P（ 1：持続可能、 2：中道、 3：地域対立、 4：格差、

5：化石燃料依存）に分けられる。S S P は社会経済経路の番号、その後の

ハ イ フ ン に 続 く 数 字 は 代 表 濃 度 経 路 シ ナ リ オ （ R ep re sen t a t ive  

C onc en t r a t io n  Pa t hw a ys： R C P）と同様で 2100 年における、凡その「放射

強制力」（ W / m 2）を表すものである。  

各シナリオの C O 2 排出量と予測される気温上昇を図  3 -7、図  3 - 8 に示

す。  

S S P 1 -1 .9 は最善の排出レベルであり、今世紀半ばに世界の C O 2 排出量

が実質ゼロ、その後マイナスになり、パリ協定の「 1 .5℃」目標に対応す

る。S SP1 -2 .6 は「低い」排出レベルであり、2 070 年代に C O 2 排出量が実

質ゼロになり、「 2℃」目標に対応する。中道的な発展の SS P 2 -4 .5 は、今

世紀末まで C O 2 排出量が実質ゼロにできず、 2℃以上温暖化する。 S SP3 -

7 . 0 は今世紀にわたって排出量が増え続け、 4℃近く温暖化する。 SSP 5 -

8 . 5 は化石燃料に依存し、気候政策を導入しない最大排出量のシナリオ

である 9。  

S S P 1 は 2100 年までの気温上昇は 1 .5℃前後で安定するが、 S S P 2 より

C O 2 排出量が多いシナリオの場合は、 2 0 50 年頃には気温上昇は 2℃に達

し、その後も上昇し続ける予測となっている。  

累積 C O 2 排出量が 1 000  G tC O 2 増加するごとに、世界平均気温が 0 .45

（ 0 .27～ 0 .6 3）℃上昇する可能性が高いとされている（図  3 -9） 1 0。  
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表  3 - 1 S S P シナリオの概要 1 1  
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図  3 - 7 各シナリオに基づく平均気温上昇  

 

 

図  3 - 8 5 つのシナリオに基づく将来の C O 2 排出量 2  

S S P 5 - 8 . 5  

S S P 3 - 7 . 0  

S S P 2 - 4 . 5  

S S P 1 - 2 . 6  

S S P 1 - 1 . 9  
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図  3 - 9 C O 2 排出量と世界の平均気温の上昇（℃） 1 0  

 

 S S P シナリオと適用モデル  

気象 観測 デー タや 将来 の気 候予 測及 び気 候変 動影 響予 測の 研究 成果

に基づくデータは、国立環境研究所気候変動適応センターが中心となり、

関連省 庁や各 種機 関と連 携して 、気 候変動 適応情 報プ ラット フォー ム

（ A - PL AT）を運営し、地方自治体や事業者等が、適応策を検討できるよ

うに情報を発信している。  
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図  3 - 10 A -P L A T の構成図 1 2  

 

本研究では A -PL AT よりデータを取得した。選択したデータは、 IPC C

の第 6 次影響評価報告書にも用いられている C MI P6（第 6 期結合モデル

相互比較プロジェクト）の最新モデル群を採用し、気候モデルは MIR O C 6

とした。 M IR O C 6 は、日本において東京大学／国立研究開発法人国立環

境研究所／国立研究開発法人海洋研究開発機構が開発した気候モデルで

あり、当該モデルを利用して日本を含むアジアの気候やモンスーン、梅

雨前線等の再現性や将来変化の研究が実施されている 1 2。  

データセットは国立環境研究所（ N IE S）気候変動適応センターが開発

した日 本国内 にお ける統 計的ダ ウン スケー リング がな された シナリ オ

N IE S2 02 0 1 3の福島県シナリオを採用した。公開されている全球気候モデ

ルは、格子の水平方向のサイズが数十 k m から 1 00k m 程度であり、地域

の情報とするには解像度が粗く、全球気候モデルで過去を再現した結果

が 実 際 の 観 測 値 と 完 全 に は 一 致 せ ず 、 系 統 的 な ズ レ が 生 じ る が 、

N IE S2 020 は、全球気候モデルの結果を 1k m 間隔に内挿し、過去の気候

を再現した全球気候モデルの結果と観測値との間の統計関係を使って系

統的なズレを除去する統計的ダウンスケーリングという手法を用いて詳

細な地域気候予測データを開発したものである（図  3 -11） 1 4。  

気候・影響指標は最高・最低気温、降雨量、日射量、相対湿度とした。
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将来予測シナリオは SSP 1 - 26（持続型）、SSP 2 -4 . 5（中道型）、SSP 5 -8 . 5（化

石燃料依存型）の三つのケースを選定した。  

 

 

図  3 - 11 N IE S20 20 によりダウンスケールされた日降雨量分布 1 4  

 

 

表  3 - 2 適用シナリオ概要  

項 目  内 容  

データセット   CMIP6  -  N IES2020（ 月 単 位 ）  

気 候 変 動 モデル   M IROC6  

パラメータ  a .   最 高 ・  最 低 気 温 （ ℃）    

b .   降 雨 量 （ mm）  

c .   日 射 量  （ MJ/day）  

d .   相 対 湿 度 （ %）  

将 来 予 測 シナリオ   SSP1-2 .6、SSP2-4 .5、SSP5-8 . 5  

使 用 年   2020、2090  

地 域   福 島 県 ｼﾅﾘｵ  
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 現在気候と将来気候の変化量  

上 述 の 通 り 、 20 9 0 年 の 状 況 を 予 測 値 と し て MIR O C 6 - N IE S2 020 -

Fuku sh i m a の予測データ（月単位）を使用して、現在気候（ 202 0 年）か

ら将来気候（各 S SP シナリオ）への変化量を算出し、整理した（図  3 -1 6、

表  3 - 3）。  

降雨量は変化倍率（ 2090 / 202 0）で計算 1 5、それ以外は差分（ 20 90 年－

2020 年）で計算した。  

気温に関しては、 SS P1 - 2 .6 と SSP 2 -4 .5 においても 0 .5～ 2 .0℃上昇し、

S S P 5 -8 .5 おいてはいずれの月も 3℃以上気温が上昇する。降雨量は、す

べてのシナリオで増加し、S S P 2- 4 .5 は最も降雨量が多く、2 0 20 年と比較

して 1 .17 倍となる。  

実測した 20 20 年のデータに各変化量に基づいて各シナリオの 209 0 年

の仮想データセットを作成して、構築した SWAT +モデルに入力し、シミ

ュレーションを行った。  
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図  3 - 12 各シナリオの 2 020 と 20 90 年の変化量（最高気温）  

 

図  3 - 13 各シナリオの 2 020 と 20 90 年の変化量（最低気温）  
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図  3 - 14 各シナリオの 2 020 と 20 90 年の変化量（相対湿度）  

 

 

図  3 - 15 各シナリオの 2 020 と 20 90 年の変化量（日射量）  
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図  3 - 16 各シナリオの 2 020 と 20 90 年の変化量（降雨量）  

 

表  3 - 3 各シナリオの 202 0 と 2 090 年の通年変化量  

SSP 変 化 量 （ 通 年 ）  
SSP1-2 .6  

持 続 型  

SSP2-4 .5  

中 道 型  
SSP5-8 .5  

化 石 燃 料 依 存 型  

最 低 気 温 （ ℃）  +0 . 82  +1 . 56  +3 . 43  

最 高 気 温 （ ℃）  +0 . 98  +1 . 73  +3 . 66  

日 射 （ MJ）  +0 . 26  +0 . 26  +0 . 26  

相 対 湿 度 （ ％ ）  -0 . 56  -0 . 04  -1 . 65  

降 雨 量 （ mm/mm） *  1 . 01 倍  1 . 17 倍  1 . 07 倍  
* 降 雨 量 は 倍 率 で 計 算 、 そ れ 以 外 は 差 分 で 計 算  

 

表  3 - 4 各シナリオの 202 0 と 2 090 年の冬期（ 1 -3 月）変化量  

SSP 変 化 量 （ 1-3 月 ）  
SSP1-2 .6  

持 続 型  

SSP2-4 .5  

中 道 型  

SSP5-8 .5  

化 石 燃 料 依 存 型  

最 高 気 温 （ ℃）  +1 . 67  +1 . 97  +3 . 50  

最 低 気 温 （ ℃）  +1 . 13  +1 . 27  +2 . 90  

日 射 （ MJ）  +0 . 30  +0 . 30  -0 . 07  

相 対 湿 度 （ ％ ）  -2 . 00  -1 . 60  -3 . 43  

降 雨 （ mm/mm） *  0 . 97 倍  1 . 11 倍  1 . 13 倍  
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第 3節  解析結果  

3 . 3 .1  降雪・融雪への影響  

 1 月から 3 月までの融雪量と降雪量および日数を図  3 -1 7、図  3 -1 8、  

表  3 -5 に示す。20 90 年のすべてのシナリオにおいて、1 月と 2 月の降雪・

融雪量が大きく減少している（図  3 -1 7）。1～ 3 月の総計では、降雪・融

雪量ともに 5 0  m m 以上減少した。日数に関しては、S S P 1 - 2 . 6 と図  3 -1 8）、

S S P 5 -8 .5 の場合は、わずか 1 日となっている（表  3 - 5）。  

S S P 5 -8 .5 の場合は、降雪・融雪量とも 5 . 7  m m となり、蒸発散量は 2 02 0

年の 1 4 . 2  mm から S SP5 -8 .5 では 19 .6  m m（ 1 . 38 倍）の差があった。  

表  3 -5 に示す通り、通年の平均流量は S S P シナリオの方が多い。  

 

 

図  3 - 17 各シナリオの降雪・融雪量（ 1～ 3 月）  
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図  3 - 18 降雪・融雪の日数（ 1～ 3 月）  

 

 

表  3 - 5 各シナリオおける総計（ 1～ 3 月）  
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3 .3 .2  春先の流量  

上述の通り、積雪・融雪量の減少は確認されたが、降雨量の増加に伴

い、流量は増加した。各月の流量と降雨量を図  3 -19 に示す。月別の流量

では、 202 0 年における流量との差は大きくなく、全体としては G H G の

排出量が多いシナリオの方が流量が多い。  

一方、 2 月 1 5 日～ 2 月 2 9 日の平均流量は、 202 0 年は 0 .0 553  m 3 / s、

S S P 1 -2 .6 は 0 . 0 35 8  m 3 / s（ 20 2 0 年比 35 %減少）、 S SP2 -4 . 5 は 0 .0 451  m 3 / s

（ 20 20 年比 1 8%減少）、 S SP5 -7 .5 は 0 .0 441  m 3 / s（ 2020 年比 20%減少）と

融雪による流量の差を確認した（図  3 -2 0）。  

 

 

図  3 - 19 各シナリオの流量と降雨量（ 1～ 3 月）  
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図  3 - 20 各シナリオの流量推移（ 1～ 3 月）  
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第 4節  考察  

 気候変動と降雪・融雪への影響  

すべての S SP シナリオにおいて、 1 月と 2 月の降雪・融雪量が大幅に

減少しており、降雪日数も減少している。結果として、1～ 3 月の総計で

は、降雪・融雪量が 5 0  m m 以上減少した。特に SS P5 -8 . 5 の場合は、降

雪・融雪量がわずか 5 .7  mm となり、日数も 1 日まで減少しており、将来

の気候シナリオにおいて極端な降雪・融雪の減少の可能性を示唆してい

る。  

 

 春先の渇水の可能性  

S S P シナリオは、SS P2 - 4 .5 と SSP 5 -8 .5 の降雨量は増加しているが、積

雪・融雪量は大幅に減少している。一方で、降雨が増加することで、春

先の総流量は増加している。ただし、 2 月 15 日～ 2 月 29 日の平均流量

を見ると、 SSP 1 -2 . 6、 SS P2 -4 .5、 SSP 5 -8 . 5 のシナリオでは、 2020 年に比

べて融雪による流量が減少しており、一部の期間においては融雪による

水源が減少する可能性があることを示唆している。  

 

 総合的な影響  

降雪・融雪の減少は、水源の変動や春先の流量に影響を与え ており、

一部のシナリオでは春先において融雪の減少により流量が低下し、渇水

に陥る可能性が高まる恐れがある。  

一方で、降雨量の増加により、春先の総流量は一部のシナリオで増加

しているが、融雪水の減少により、河川の水温が上昇することが考えら

れ、これらの変動が地域の水利用や生態系にどのように影響するかは注

意が必要である。  
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これらを踏まえて、積雪・融雪の変動が春先の水量に影響を及ぼす可

能性があるため、降雨の一時貯留のためのため池などを整備すること等、

検討が必要である。  
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第 5節  まとめ  

 本研究で得られた結果を以下にまとめる。  

（ 1）  降雪・融雪への影響  

S S P シナリオにおける 209 0 年の降雪量は、 2 020 年と比較して、 S SP1 -

2 .6 で約 3 割、 S SP2 - 4 .5 で約 4 割、 S SP5 - 8 .5 で約 9 割減少することが示

された。また、融雪量も同様に減少し、2090 年の融雪量は、2020 年と比

較して、 S SP1 -2 .6 で約 3 割、 S SP2 -4 .5 で約 4 割、 S SP5 -8 .5 で約 9 割減少

することが示された。  

 

（ 2）  春先の流量への影響  

降雨量はすべてのシナリオで増加しており、特に SS P2 -4 .5 では最も増

加しており、春先の総流量は増加する。  

一方で 2 090 年の 2 月 15 日～ 29 日の平均流量は、2020 年と比較して、

S S P 1 -2 .6 で約 3 割、S S P 2 -4 .5 で約 1 割、S S P 5 -8 .5 で約 1 割減少すること

が示された。  

 

 3 章では冬期の降雪・融雪の影響に関して評価したが、4 章では気候変

動によるリスク増大の可能性が高い、豪雨による災害リスクと森林機能

に着目し、シミュレーションを実施した。  
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 気候変動を考慮した森林の機能と災害リスクの評価  

第 1節  本章の背景・目的  

4 .1 .1  気候変動下の災害に対する自然を活用した対応  

 気候変動適応計画では、流域治水の推進に当たっては、自然環境が有

する多様な機能を活用し、災害リスクの低減に寄与する生態系の機能を

積極的に保全又は再生すること、が掲げられている 1。  

 昨今、注目を集めている生態系を活用した防災・減災（ E c o sy s te m - ba se d  

D is a s t e r  R i s k  R e duc t i on：  E c o -D R R）や、生態系を活かした気候変動適応

（ E c os ys t em -b a sed  A dap t a t i on：  E B A）は、 N bS（ N a tu re  b a sed  S o l u t ion）

の概念に包含される。一方で、 N bS の価値とその効果の限界を理解する

ことが重要であるとも言われている 2。例えば、英国における自然洪水管

理アプローチ（漏水ダムや集水域の森林など）は、小流域での小規模な

洪水に伴う危険を軽減するが、最も極端な現象には大きな影響を与えな

いという結果も出ている 2。  

 

 

図  4 - 1 N b S、 E bA、 E c o -D R R の概念の相互関係 3  
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4 .1 .2  森林伐採と貯水機能の関係  

森林の自然を活用した機能として、貯水機能や災害リスクについては

これまで長く研究されてきた。その中でも、森林の伐採と貯水機能の関

係を示す文献では以下の結果が得られている。  

 

➢  森林伐採面積の割合（伐採面積率）と年流出量の増加量との関係として、

伐採面積が大きくなるほど流出量の増加が大きくなる傾向がある 4。  

➢  長期的には森林で覆われた流域は、背丈の低い農作物や草地の流域より

蒸散量が多く、その結果として流出量が少なくなる 5。  

➢  浸透能（mm/hr）は、林地： 258、伐採跡地： 150、草生地： 128、裸地：

796（図  4 - 2）  

➢  土砂流出量（ t /年 /ha）は、森林： 2、荒廃地 :307、耕地： 15（図  4 - 3）  

➢  また、皆伐による短期的な影響では樹冠遮断水量の減少と蒸発散量の減

少は、土壌中への水貯留量の増加をもたらし、その結果として流量が増

加する事例が確認されている 7 

 

既往研究では、都市開発等による土地利用変化と災害リスクの関係を

検証した研究や 8、水田の治水効果に関する研究は存在するが 9、森林伐

採と農地との関係を研究した事例は極めて少ない。  

 



4-3 

 

図  4 - 2 森林の浸透能  

（村井ら（ 19 75）、林地の水および土壌保全機能に関する研究 1 0）  

 

 

図  4 - 3 森林の土砂災害防止機能・土壌保全機能 1 0  

（丸山ら（ 19 70）、森林水文（実践林業大学））  
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4 .1 .3  森林機能の解明の限界  

森林伐採と貯水機能については、さまざまな議論があり、国土交通省

は、「学説が定まっておらず、森林整備による効果の定量的な評価は困難

だが、森林の増加は樹木からの蒸発散量を増加させ、むしろ、渇水時に

は河川への流出量を減少させることが観測されている」と述べて いる 1 1。

一方、林野庁は皆伐が与える貯水機能への影響は、伐採後の林床面から

の蒸発量の増加や林床植生の蒸散量の増加等の影響も考えられるが、こ

れらの研究事例や成果については十分なものがない 1 2、と述べている。

森林の貯水機能が解明されない理由として、①情報不足（観測の困難さ）、

②大きな面積を対象とすること、③降雨の空間的なバラツキの把握、④

森林土壌の貯水能力の実態がわからない、ことがあげられている 1 3。し

たがって、森林の保水容量が洪水流出緩和効果を産み出すメカニズムに

ついては、十分検討が進められたとはいえず 1 4、さらなる研究が必要で

ある。  

 

4 . 1 .4  本章の目的  

一方、本対象流域のように小流域の森林地帯における水文解析の研究

事例は少なく、日本における森林から農地への転用による森林の貯水機

能の変化を分析した研究はほとんど行われていない。  

そこで、本章では、森林地帯の小流域において、土地利用変化（森林

伐採）による流出量・土砂流出量の変化を分析し、災害リスクを分析す

ることで、災害リスクの変化から森林の機能（自然の機能）を評価する。

加えて、気候変動によるリスクの変化を分析する  
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第 2節  解析方法  

4 . 2 .1  三島町における土地利用シナリオ  

 三島町ゼロ・カーボンビジョン  

福島県三島町は環境省の「平成 31 年度脱炭素イノベーションによる

地域循環共生圏構築事業のうち、地域の多様な課題に応える脱炭素型地

域づくりモデル形成事業」に採択され、「三島町ゼロカーボンビジョ

ン」を策定し、再生可能エネルギー事業（木材バイオマス利活用システ

ム、太陽光発電、小水力発電）を検討している。発電量は 1 9 .3  G Wh を

目標にしている（表  4 - 1）。  

 

 

図  4 - 4 三島町ゼロカーボンビジョンの取組・意義 1 5 
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表  4 - 1 三島町の再生可能エネルギーの目標値 1 6 

再エネ種類  
総ポテンシャル量

（ kWh/年間 ）  

2030 年  2050 年  
比率  

割 合  kWh *  割 合  kWh *  

バイオマス  
（ 発 電 +熱利用 ）  

10 , 910 万  kWh  5%  546 万  20%  1091 万  56%   

太陽光発電  7830 万 kWh  5%  392 万  10%  783 万  41%  

小水力発電  580 万  kWh  5%  29 万  10%  58 万  3%  

合計  1 億 9300 万  kWh   967 万   1 , 932 万  100%  

*公 開 目 標 値 を kW から k Wh に変 換  

 

具 体 的 な バ イ オ マ ス 利 用 の 計 画 と し て は 、 三 島 町 の 民 有 林 （ 6 ,5 7 5  

ha (20 20 )） 1 7のうち 3 0％ ( 19 72  ha )において適切な管理がなされ、エネル

ギーとして利用することを想定している 1 8。  

大場ら（ 2 017）の先行研究において、木材バイオマスは年間施業面積

率の 1 / 50（ 2 %）が利用できるとしており、将来的には 20 50  年から経済

的に利用可能な平均収穫材積は 55 . 5  ～  77 . 2  万立米と試算した 1 9。一方、

三島町の耕作と荒廃農地の面積比率は 3 3％であり、近年中間管理機構を

通じた集積が進み、改善傾向にある（図  4 - 5）。  

また、森林面積においては減少傾向にあり（図  4 -6）2 0、20 10 年の 7 , 888  

ha から 7 , 86 3  h a に減少している。  

他方、荒廃農地の利活用として、三島町ゼロカーボンビジョンにおけ

る太陽光発電事業では、太陽光を農業生産と発電とで共有する取組み「ソ

ーラーシェアリング（営農型太陽光発電）」を新設農地（内 1 00%）で実

施することを目標としている。  
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図  4 - 5 三島町の耕作地と荒廃農地面積推移（ ha） 1 7  

 

 

 

図  4 - 6 福島県三島町の森林面積推移（ ha） 2 0  
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 対象地における解析条件と評価方法  

一か所につき、皆伐できる面積は 0 .2  km 2（ 20  ha）が上限として森林

整備計画に定められている 2 1。以上を踏まえ、森林面積の 2％を木材バイ

オマスとしての利用、さらにソーラーシェアリングにより耕作地が 2％

増加することを想定し、現在（ 20 20）の森林面積 99 %から森林面積 9 5%

に減少させ、伐採跡地は農地とした場合のシナリオを設定した。また、

皆伐エリアは既存農地周辺とし、アクセスの観点から市街地に近い下流

部流域で開発が実施されたことを想定した。  

 

 

図  4 - 7 土地利用変化  

 

森林面積99%（初期） 森林面積95%（縮小）

農地 森林

0. 03 km2 0. 14 km2 
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第 3節  解析結果  

2 章で構築した SWAT +モデルを使用し、シミュレーションを実施した。

森林面積が 9 9%から 95%に減少した場合の森林の貯水機能変化と土砂流

出量の変化を評価した。  

 

4 . 3 .1  森林の貯水機能  

 年間流出とピーク流量  

202 0 年の 1 年間の河川流出量データ（図  4 - 8）において、 1 日の流出

量が特に多い日（ 7 月 12 日、 7 月 16 日、 8 月 1 日）を抽出し、流出量を

比較した（表  4 -2）。 7 月 16 日と 8 月 1 日には有意な差は見られず、年

間の流量に大きな変化はなかったが、7 /1 2  の日流量は森林面積 95 %では

66%増加した。  
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図  4 - 8 流出量（森林面積 99%＆ 95%）  

 

 

図  4 - 9 流出量  7～ 8 月（森林面積 99%＆ 95%）  

 

表  4 - 2 ピーク流量の比較  

流量  (m 3 /s )  年平均  7/12  7/16  8/1  

既存 （ 森林面積 99%）  0 . 083  0 . 5  1 . 13  2 . 24  

減少後 （森林面積 95%）  0 . 084  0 . 83  1 . 09  2 . 24  
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 表面流出と側方流  

5 日間移動積算より雨量と表面流出、側方流の関係を図  4 -1 0 に示す。

平均年間流量および日最大流出は大きな変動は少ない。一方、 7 /12 の日

流量は 66 %増加した。森林面積 95%では、平均で表流出量は 7 .5 %増加、

側方流は 16 .0 %増加した。  

また、降雨量の変動が大きかった 2 021 年 7 -8 月の流量と降雨量の相

関を確認した。その結果、日降雨量 20  mm 以上の流量の差（森林面積

95% /森林面積 99 %）は、 13 %の流量の増加を確認した。  
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図  4 - 10 表面流出  

 

 

図  4 - 11 側方流  
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図  4 - 12 降雨量と流量の相関  
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4 .3 .2  土砂流出量  

土砂流出量では、森林面積 9 5%は 99 %と比較して土砂流出量が 11%増

加した。本シミュレーションでは、経年的な変化は考慮できていないが、

土砂流出量は伐採後 1 0～ 2 0 年程度で土質強度がもっとも低下し、斜面

崩壊が発生しやすくなる可能性がある。そのため、推定量以上の流出が

今後発生することもあり得る 2 2。  

 

 

図  4 - 13 月別の土砂流出量  
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第 4節  気候変動による影響  

 第 3 章で作成した各 SS P シナリオの気象条件を適用して、 20 20 年と

2090 年のシミュレーションを行うとともに、森林面積 9 9％と 95％の比

較を行った。  

 S S P シナリオ毎の洪水リスク（日最大流出量）は、 2 020 年の 2 , 24  m 3 / s

と比較して、S S P1 -2 . 5 は 2 , 26  m 3 / s（ 1 . 01 倍）、S S P 2 - 4 .5 は 2 , 9 8  m 3 / s（ 1 .33

倍）、 SS P5 -8 .5 は 1 ,9 50  m 3 / s（ 0 .87 倍）となった。  

年平均流量と最大流量の結果を図  4 -14 に示す。年平均流量に関して

は、上述の結果と同じく、いずれも森林面積 9 5%の方が 1％よりも若干

多く、年間の最大流量はいずれのシナリオにおいても森林面積 99 %と

95%に差はなかった。  

図  4 - 15 と図  4 -1 6 に森林面積 99 %と 9 5%の 7～ 8 月の SS P シナリオ毎

の流量を示す。7 月 31 日前後の流量に関しては、ほとんど差はみられな

かったが、雨が降り始めた 7 月初め（ 7 月 1 日から 21 日）の流量は、森

林の貯水機能が働いており、森林面積 95 %の方が大きく、流量に変化が

見られた。  
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図  4 - 14 S S P 毎の年平均流量と最大流量（ 森林面積 9 9%と 95 %）  

 

 

図  4 - 15 S S P 毎の流量（森林面積 99％）  
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図  4 - 16  S SP シナリオ毎の流量（森林面積 9 5％）  
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第 5節  考察  

降り始めの期間は流出量が減少していたが（ 7 /16 頃まで）降雨が一定

期間続いた場合、日最大流量は森林面積減少後も変化はなかった。年最

大の日雨量は同じであり、降雨が十分に供給されて土層全体が湿潤にな

ると、それ以降の降雨総量と洪水流出総量は近似的に相等しくなる 2 3。

上述した通り、 7 月初めの流出量の推移をみても森林面積 9 5%より森林

面積 9 9%の方が低く、貯水機能が働いていないわけではないが、 SS P シ

ナリオ毎の気象条件を当てはめて、降雨量が増加した場合においても最

大流量は同じであり、集中豪雨や台風等、気候変動の対応策として森林

の貯水機能への過度な期待はリスクが大きいことが示唆された 2 4。  

 一方で、年間最大流量に関しては、 SS P5 - 8 .5 の流量が最も少なく、温

暖化による集中豪雨のリスクを除けば、災害リスクは減少する傾向 がみ

られた。  
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第 6節  まとめ  

本研究で得られた結果を以下にまとめる。  

（ 1）  森林の貯水機能には限界あり  

降雨が一定期間続いた場合、森林貯水機能は低下し、ピーク流量の

差は森林面積減少後も変わらない。降雨が十分に供給されて土層全体が

湿潤になると、それ以降の降雨総量と洪水流出総量は近似的に相等しく

なる。  

 

（ 2）  年全体の流量は変化なし  

全体として森林面積減少後の流量は微増加となった。（流量平均：

0 .0 83  m 3 / s  →  0 . 08 4  m 3 / s）。  

 

（ 3）  土地利用変化により土壌流出量は増加  

森林面積減少後、土砂流出量が 11%増加した ( 105 .9  ton / y  →  117 . 5  

to n /y )。  

 

（ 4）  気候変動シナリオ（ S S P 5 -8 .5）では洪水リスク低下  

年間の最大流量は、森林面積 99 %と 95%ともにどの S S P シナリオに

おいても同じであり、洪水リスクとしては大きな差はない。年平均流量

はいずれも森林面積 95 %は微増する。  

気候変動シナリオ（ S S P 5 -8 .5）では洪水リスクが低下した。また、年

間最大流量に関しては、 SSP 2 - 4 .5 では増加するが、 SSP 5 -8 .5 の場合、

流量は減少し、温暖化による集中豪雨のリスクを除けば、災害リスクは

減少する傾向がみられた。  

 3 章および 4 章では、主に災害のリスク評価を実施したが、一方 5 章

では気候変動による緩和策のポテンシャル変化について分析する。  
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 気候変動を考慮した再生可能エネルギー（小水力）の  

ポテンシャル評価  

第 1節  本章の背景・目的  

5 . 1 .1  背景  

 小水力発電のポテンシャル  

日本全体の電力供給量のうち、再生可能エネルギーの割合は、2 023 年

3 月時点で約 22 .4％である。このうち、水力発電の割合は約 7 . 8％（ 2 021

年時点）1であり、再生可能エネルギーの中では大きな割合を占めており、

小水力発電（ 1 万 k W 以下）の割合は、全発電量の約 2％程度といわれて

いる 2。  

水力発電は、ダムを用いた大規模なものから用水路などに設置される

小規模なものまで様々であるが、数万～数十万 kW 級の大規模水力につ

いては開発可能地点のほとんどが開発済みであると考えられており、今

後は比較的小規模な水力発電の新規開発が期待される 3（未開発地点は

2016 年 3 月末時点で約 2 700 地点、約 1 000 万 kW） 4。加えて、中・小規

模水力発電で発電された電気が国の F IT 制度（再生可能エネルギーで発

電された電気の買取り価格を一定期間国が保証する制度）の対象になっ

たことから注目が高まっている。  

日本には高い小水力発電のポテンシャルが存在するとされているが、

その活用への意欲を生み出すためには、具体的な小水力発電の水源候補

地について、その発電能力を簡便かつ短時間に評価して提供できること

が望まれる 5。   

環境 省の 令和 元年 度再 生可 能エ ネル ギー に関 する ゾー ニン グ基 礎情

報報告書では、小水力発電を含む再生可能エネルギーのポテンシャルが

評価されており、小水力発電のポテンシャルについては、再生可能エネ
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ルギー情報提供システム（ R E PO S）等で公開されており、福島県三島町

の小水力ポテンシャルも計算されている（図  5 - 2）。しかしながら、閾値

の間隔は 10 0  kW と大きく、また 1 00  k W 未満は詳細なスケールで行われ

ていないため、地域レベルの非常に小規模な水力発電のポテンシャルに

ついて確認するためには調査が必要となる。  

 

 

図  5 - 1 再生可能エネルギー情報提供システム（ R E PO S） 6  

 

 

図  5 - 2 福島県三島町の小水力ポテンシャル（河川）（ R E P O S） 6  
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 三島町における小力発電の計画  

そうした中、三島町のゼロカーボンビジョンでは、20 50 年の再生可能

エネルギー総発電量 5 ,8 76 万  kW h のうち、小水力発電により 10％（ 5 8

万  k Wh）を賄うことを目標値としており、小水力発電では 20 30 年まで

に全体の 5％（ 29 万 kWh）、 2 050 年までに 10 %（ 58 万 kWh）の達成を目

指している。 7  

 

 気候変動を考慮したポテンシャル評価の必要性  

経済産業省資源エネルギー庁は、「太陽光や風力など他の再エネが気

象条件に左右されるのに比べて、渇水のリスクをのぞけば、自然条件に

よらず安定して発電ができる 4」と述べており、水力発電は安定的なエ

ネルギー資源として認識されている。しかし、上記のポテンシャル評価

では、気候変動の影響を考慮した評価は実施されておらず 8、地球温暖化

による増水によるポテンシャルの向上もしくは渇水のリスクは評価され

ていない。したがって、将来に渡って小水力発電は安定的なエネルギー

資源であるのか確認する必要がある。  
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 本章の目的  

R E PO S からおよその情報は得られるが、具体的な事業検討においては、

より詳細な条件設定を行った上で、発電ポテンシャルを計算することが

重要である。加えて、将来の気候変動を考慮したポテンシャル評価を行

うことは、持続可能な事業運用のために重要である。  

そこで本章では、三島町の塙子沢において、SWAT＋を使用して気候変

動シナリオを考慮した小水力ポテンシャルを推計し、気候変動の影響に

よるポテンシャルの変化について評価するとともに、小規模流域におけ

る気候変動を考慮した適切な設計・運用計画を提案する。  
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第 2節  解析方法  

5 . 2 .1  計算条件（ S S P シナリオと確率降雨）  

気候変動シナリオは、第 3 章で作成したデータセットを使用し、 S SP

シナリオは S S P 1 - 2 .6、 SS P2 -4 .5、 SSP 5 -8 . 5 を対象とする。  

また、 I PC C の報告書では、気候変動シナリオに伴い、気温が 4℃上昇

（ 19 00 年台と比較して）した場合、これまでの 10 年確率降雨の発生が

2 .7 倍程度になると試算されている 9。そこで、S SP シナリオに加えて、3

年確率降雨と 1 0 年確率降雨についてもシミュレーションを行い、発電

のポテンシャルを評価することとした。  
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5 .2 .2  発電量の計算方法  

水力発電出力 P［ kW］は次の式によって求められる。  

 

P＝ 9 .8η QH  

 

 ここで、Q は河川流量［ m3 / s］、H はタービンに仕事をさせるための

有効落差［ m］、ηはタービンと発電機の総合効率 0 .8 とした。また、年

間の発電量は以下の式より求めた。  

 

年間発電量＝発電出力（ kW）×24 時間×１年（ 366 日）  

 

発電機に使用する水車形式は、さまざま種類があ り、条件によって選

定する。以下、水車の区分について図  5 -3 に示す。  

 

図  5 - 3 発電機水車の形式 1 0  



5-7 

 

水車の選定では下記の水車選定表（図  5 - 4）を使用し、検討を行った。

2020 年観測データにおける塙子沢の年間最大日流量は 1 .7 5  m 3 / s である。

また、現地踏査から塙子沢の落差は 2 .0  m 程度だと考えられ、選定表よ

り開放型下掛け水車を選定した。  

 

 

図  5 - 4 水車選定表 1 1  

 

一方、洪水時には流量の大きな増加によってタービンに過大なエネル

ギーを与え、発電機を故障させる可能性があるため、洪水時には発電を

ストップすることが一般的であり、全ての河川流量が発電に変換されな

本 研 究 の 水 車  
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いことは発電量を計算する上で、留意すべきである。  

本研究では、選択した開放型下掛け水車の適用流量範囲を確認し、許

容最大流量を設定した。一般的な開放型下掛け水車の適用範囲は 1 . 0～

2 .0 であるため（表  5 -1）、発電の最大許容流量は 2 . 0  m 3 / s として、超過

した場合は発電停止とした。  

 

 

表  5 - 1 水車形式と適用流量 1 2  

 

5 . 2 .3  3 年・ 10 年確率降雨の計算  

3 年・ 10 年確率降雨は、三島町にはアメダスデータはないため、隣町

である金山町のアメダスデータ（ 197 6 -2 021）を使用して計算した。  

3 年確率、10 年確率として、G u m be l 分布関数式により年間降雨量を算

定した（図  5 -5）。  
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図  5 - 5  G um be l 分布関数式を用いた年間降雨量  

 

3 年確率は 2 , 03 4  m m、10 年確率は 2 , 499  mm とし、日雨量は 2020 年の

観測日雨量より引き延ばしを行い、作成した。  
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第 3節  解析結果  

5 . 3 .1  気候変動シナリオを考慮した発電量  

2020 年と各 S SP シナリオに基づく月別流量と降雨量を図  5 -6、図  5 -7

に示す。流量の 2 020 年比は、S SP1 -2 .6 で 9%増加、S SP2 - 4 .5 で 28%増加、

S S P 5 -8 .5 で 5%減少となった。  

年間の発電量を図  5 -8 に示す。 SS P2 -4 . 5 が最も発電量が多く 1 3 , 26 5  

kWh であった。続いて、 20 20 年の 1 0 ,3 5 9  kW h、 SSP 1 - 2 .6 の 11 ,4 0 3  kWh

となった。一方、最も発電量が低かったのは S SP5 -85 の 1 0 ,6 79kWh であ

り、 20 20 年と比較して約 3 .1 %発電量が増加する。  

発電量は全体的に比例傾向にあるが、 8 月は流量が少ない S SP5 -8 .5 の

発電量が最も多くなっている。これは、8 月 1 日に強い降雨があり、S SP5 -

8 .5 は流量が最も少なく発電の最大許容流量（ 2 .0  m 3 / s）に収まったため

発電できたが、それ以外のケースでは、発電機が停止していたことが影

響している。  

 

 

図  5 - 6 各 S S P における月別流量  
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図  5 - 7 各 S S P における月別発電量  

 

 

 
SSP1-2 . 6 :  + 1 0 . 1 % （ 2020 年 比 ）  

SSP2-4 . 5 :  + 2 8 . 1 %  （ 2020 年 比 ）  

SSP5-8 . 5 :  + 3 . 1 %  （ 2020 年 比 ）  

図  5 - 8 各シナリオおける年間発電量  
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5 .3 .2  3 年・ 10 年確率降雨における発電量  

2020 年と 3 年・ 10 年確率降雨の月別流量と降雨量を図  5 -9、図  5 -1 0

に示す。 7 月の発電量は 3 年確率降雨が最も多くなっている。 10 年確率

降雨は 7 月に 3 度、最大許容流量 2 .0  m 3 / s を超過しており、発電が停止

したため、 3 年確率降雨より流量は多いが発電量は少なくなっている。  

年間の発電量を図  5 -11 に示す。10 年確率が最も発電量が多く 20，779  

kWh、 3 年確率降雨は 17 ,50 4  k Wh であった。 3 年確率降雨では、 2020 年

比で + 69 .0％、 10 年確率降雨で + 10 0 .6％、発電量が増加する。  

 

 

図  5 - 9 各確率降雨における月別流量  
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図  5 - 10 各確率降雨における月別発電量  

 

 

 
3 年 確 率 降 雨  :  + 69 . 0 %  （ 2020 年 比 ）  

1 0 年 確 率 降 雨 :  + 10 0 . 6 %（ 2020 年 比 ）  

図  5 - 11 各確率降雨おける年間発電量  
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表  5 - 2  月別の平均流量（全ケース）  

 

表  5 - 3 月別の発電量（全ケース）  

 

流 量  (m 3 /s )  1 月  2 月  3 月  4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  
総 計

（ 平 均 ）  

2020  0 . 087  0 . 066  0 . 044  0 . 089  0 . 008  0 . 003  0 . 234  0 . 160  0 . 045  0 . 094  0 . 117  0 . 025  0 . 081  

3 年 確 率  0 . 098  0 . 106  0 . 078  0 . 151  0 . 023  0 . 014  0 . 502  0 . 247  0 . 107  0 . 146  0 . 194  0 . 039  0 . 142  

10 年 確 率  0 . 111  0 . 128  0 . 099  0 . 200  0 . 033  0 . 036  0 . 667  0 . 305  0 . 160  0 . 168  0 . 245  0 . 041  0 . 183  

SSP1-2 .6  0 . 078  0 . 052  0 . 048  0 . 104  0 . 009  0 . 003  0 . 353  0 . 158  0 . 038  0 . 082  0 . 108  0 . 028  0 . 088  

SSP2-4 .5  0 . 084  0 . 063  0 . 051  0 . 128  0 . 012  0 . 003  0 . 371  0 . 197  0 . 072  0 . 102  0 . 123  0 . 041  0 . 104  

SSP5-8 .5  0 . 098  0 . 069  0 . 049  0 . 111  0 . 009  0 . 002  0 . 156  0 . 136  0 . 044  0 . 095  0 . 108  0 . 050  0 . 077  

発 電 量  ( kWh)  1 月  2 月  3 月  4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  総 計  

2020  1 , 017  724  515  1 , 004  90  33  2 , 725  1 , 027  510  1 , 102  1 , 322  290  10 , 359  

3 年 確 率  1 , 142  1 , 156  915  1 , 706  266  156  5 , 080  1 , 524  1 , 210  1 , 699  2 , 191  459  17 , 504  

10 年 確 率  1 , 296  1 , 399  1 , 156  2 , 262  383  403  5 , 017  1 , 849  1 , 808  1 , 963  2 , 764  479  20 , 779  

SSP1-2 .6  909  572  555  1 , 177  102  34  4 , 115  997  428  961  1 , 222  331  11 , 403  

SSP2-4 .5  981  691  598  1 , 440  138  39  4 , 332  1 , 174  818  1 , 191  1 , 389  474  13 , 265  

SSP5-8 .5  1 , 143  753  567  1 , 256  106  27  1 , 818  1 , 590  500  1 , 106  1 , 224  589  10 , 679  



 

5-15 

第 4節  考察  

 気候変動シナリオの影響  

各 S S P シナリオに基づく、年間の発電量では、2 020 年比で S SP1 -2 .6 で

は + 1 0 .1 %、SS P2 -4 .5 では + 28 .1 %と、気候変動に伴って、小水力発電のポ

テンシャルが向上することが示されている一方で、温暖化が最も進行す

るケースである SS P 5 -8 .5 では + 3 . 1 %となったが、他の S S P シナリオとは

異なり流量全体としては、 2020 比で 5 %減少しており、将来的にポテン

シャルが下がる可能性が示唆された。一方で、 3 年確率降雨、 10 年確率

降雨ともに発電量が大きく増加しており、IPC C の気温が 2℃上昇する場

合の 10 年確率降雨の頻度は 1 .7 倍、 4℃上昇する場合は 2 . 7 倍となるこ

とが示されていることから i、 1 0 年確率降雨の頻度増加によるポテンシ

ャル増加の可能性がある。  

 

 気候変動を考慮した水車形式の選定  

本研究では、開放型下掛け水車（許容最大流量 2 . 0  m 3 / s）を選択した

が、7 月・8 月は許容最大流量を超過したことで、水力発電が停止するこ

ともあり、それにより流量が各シナリオの中で最も少ない S SP5 -8 .5 は 8

月に発電量が多い結果となっている。  

また、SSP 1 - 2 .6 と SS P2 - 4 .5 では今後降雨量が増加し、流量も増加する

ことが予想されること、上述の通り確率降雨の頻度も増加することが予

想されることから、より許容最大流量が大きな水車の使用や別形式の変

更を検討する必要性が示唆された。  

 

 

i  第 1 章 P. 1 -1 参照  
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 総合的な考察  

S S P 1 -2 . 6、 SS P2 -4 .5、 S SP5 - 8 . 5 などの異なるシナリオを比較すること

で、将来的な発電ポテンシャルに差異が生じることが明らかとなり、気

候変動を考慮したポテンシャル評価は、最適な運用条件での発電能力を

示唆し、将来の運用戦略を考える上で参考になる。また、気候変動に対

する小水力発電の脆弱性や可能性を評価し、将来のエネルギーインフラ

の設計や運用に向けた洞察に寄与するものだと考える。  
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第 5節  まとめ  

（ 1）  気候変動シナリオ毎の発電量  

202 0 年比で SS P1 -2 . 6 では + 1 0 .1 %、 SS P2 -4 .5 では + 28 .1 %増加し、

S S P 5 -8 .5 では発電量が 3 . 1 %増加する可能性がある。  

 

（ 2）  3 年・ 10 年確率降雨の発電量  

202 0 年比で 3 年確率降雨では + 6 9 .0 %、10 年確率降雨では + 1 00 .6 %、

の年間発電量が増加する。  

将来的にはより頻繁な豪雨が発生する可能性もあるため、小水力

発電運用計画においては気候変動を考慮した検討が必要である。  

 

（ 3）  気候変動を考慮した小水力発電ポテンシャルの評価  

R E PO S から凡その情報は得られるが、実施計画を検討する上で、

具体的な条件設定を行い、発電停止の可能性を知ることは重要であ

り、気候変動を考慮したポテンシャル評価を行うことは、発電停止

の可能性を確認し、水車の選定や運用計画を検討する上で重要であ

る。  

 

3 章から 5 章において、気候変動による災害リスクと自然の機能、

緩和策のポテンシャルの変化を評価した。 6 章では 3 章から 5 章の

結果を使用して、流域の総合的な評価手法について検討する 。  
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 地域レベルにおける気候変動シナリオを考慮した流域資源評価

手法の構築  

第 1節  本章の背景・目的  

6 . 1 .1  研究背景  

 自然を活用した解決策（ N bS）の評価  

日本は次期生物多様性国家戦略に、気候変動とも並ぶ地球規模での重

要課題である生物多様性の損失や、気候変動対策を含む様々な社会課題

の解決に自然を活用した解決策（ N bS）を用いていくことを柱とし、社会

経済活動における生物多様性の主流化についても提示してい る。  

N bS の定義は国際自然保護協会（ IU C N）や欧州委員会（ E C）によって

示され、定義された。 IU C N が発表している N b S の定義は以下の通りで

ある。  

「社会的課題に効果的かつ順応的に対処し、人間の幸福及び生物多様

性による恩恵を同時にもたらす、自然の、そして人為的に改変された生

態系の保護、持続可能な管理、回復のための行動  （ 2016）」  

N bS に含まれる対策（アプローチ）の分類は表  6 -1 の通りである。N b S

はグリーンインフラや E co -D R R (E co sy s te m - ba se d  D is a s t e r  R i sk  R edu c t ion :

生態系を活用した防災・減災 )などの類似するアプローチを包含する概念

となっている。また、N bS は平均気温上昇を 1 .5℃近くに保つために必要

な総純排出削減努力の約 3 分の 1 を持続的に提供することが可能とされ

ている 1。  

しかし、 2 021 年 6 月 1 0 日に公表された IPB E S - IPC C 合同ワークショ

ッ プ 報告書 2では 、「 気候変動緩 和に  N b S  が果 たせる役 割に は大きな 可

能性がある。しかしその寄与の程度については未だ結論は出ておらず、
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また、すべての人為の温室効果ガスの野心的な排出削減があって初めて

効果を発揮する」としており、その効果については条件によっても異な

り、不確定である。また、既存研究では、環境と社会経済の目標の間に

はトレードオフの関係があり、 N bS の価値とその効果の限界を理解する

ことが重要であることや 3、N bS の課題やトレードオフについて長期的か

つ継続的な支援や科学的知見の蓄積が必要であることが、指摘されてい

る 4。  

表  6 - 2 N bS のアプローチ分類 5  

 

 

IU C N の N bS に関する取組の世界標準を図  6 -1 に示す。基準 3、 4、 5

は、持続可能な開発の三本の柱である環境的な持続可能性、社会的公平

性、経済的な実行可能性に対応する。強固な N bS の実施のためには、各

基準に関してベースラインとしての現在の資源および状況の理解に加え、

先を見据えた持続可能な行動が求められる。基準 6 では、トレードオフ

と、短期的および長期的利得の達成のためになされるべき選択の比較考

量、また、そのようなトレードオフを決定するための、包括的なプロセ
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スの存在の保証に取り組む必要がある 6。  加えて、自然の機能（エコシ

ステム）と社会経済システムは相互干渉の関係にあり、両要素を統合的

かつ公平に検討し、適応策 を実施することが重要である （図  6 - 2）。  

 

 

 

図  6 - 1  IU C N の N bS の取組に関する世界標準  
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図  6 - 2 N bS の検討とエコシステムと社会経済システムの関係 3  

 

 福島県三島町における地域循環共生圏構築事業  

環境省は地域単位で資源の循環を促進し、環境保全や地域経済の活性

化の取組が重要であるとして、2 018 年 4 月に閣議決定した第五次環境基

本計画において「地域循環共生圏」を提唱した 7。  

第 4 章で記述した通り、 福島県三島町は環境省の「平成 31 年度脱炭

素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業のうち、地域の多様な

課題に応える脱炭素型地域づくりモデル形成事業」に採択され 、環境省

や国立環境研究所から支援を受けながら、地域循環共生圏を目指した取

り組みを実施している。
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図  6 - 3 地域循環共生圏の 3 原則 8  

 

三島町の地域循環共生圏に向けたこれまでの取組 を以下に示す 9。  

  

➢  2006 年に三島町地域新エネルギービジョンを策定以降、木材を燃

料 とす る 木 質 バイ オ マ ス等 の 再 生 可能 エ ネ ルギ ー の 導 入に 係 わ る

取組みを実施。  

➢  2017 年に国立環境研究所と連携・協力に関する基本協定を締結し、

環境と調和した町づくりのための調査研究を開始。  

➢  2018 年に三島町生活工芸館の冷暖房の熱源設備に薪ボイラーを導

入し、木の駅事業にて町民が伐採した丸太を薪として利用するエネ

ルギーの地産地消を開始。  

➢  2019 年に、三島町地域循環共生圏推進協議会を設立。  

➢  2050 年までの町全体のゼロカーボン達成に向けた明確な道筋を描

く計画として三島町ゼロカーボンビジョンを策定。  
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6 .1 .2  研究目的  

N bS といった自然の機能を活用した解決策に注目 と期待が高まる一方

で、上述の通り、気候変動による外力も強まっているが、 その効果には

不確定な要素があり、適切に評価しなければ、今後の気候変動対策に影

響を与える恐れがある。  

一方、対象地である三島町は地域循環共生圏事業に取り組み、ゼロカ

ーボンビジョンを掲げているが、本取組において、気候変動による 気象

条件の変化や洪水などの災害リスクを含めた検討は行われていない。  

また、災害リスクと自然機能、緩和策の総合的な流域の評価手法 は十

全に検討されておらず、その研究意義は大きい。  

そこで本章では、福島県三島町の地域循環共生圏の取組（三島町ゼロ・

カーボンビジョン）を対象に、地域レベルの将来の気候変動と流域の資

源利用計画に対して 災害リスクと自然機能、緩和策（再生可能エネルギ

ー）を定量分析し、これらの関係性を整理し、トレードオフの観点から

総合評価することで、今後の流域資源管理の手法を提案する。  
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第 2節  評価方法  

6 . 2 .1  条件設定  

 気候変動下における流域資源の総合的な評価  

地方農村の持続的な発展には 、気候変動による影響を考慮し、異常気

象に伴う災害リスクへの対策、自然の機能の活用、緩和策の効果的な実

施が重要であり（図  6 - 4）、それらの関係を総合的に分析することが 必要

である。  

 

 

図  6 - 4 気候変動における災害リスク、自然の機能、緩和策  

 

 評価指標  

 三島町塙子沢流域  ( 2 . 8 5  k m 2 )を対象に、現在（ 20 20 年）を基準として、

将来の変化を「リスク評価、自然の機能の評価、緩和策のポテンシャル

評価」の三つの観点から分析を行う 。  

 評価指標を表  6 -3 に示す。評価指標は N bS が掲げる社会課題（気候変

気候変動による影響

気候変動下の自然の機能の評価
・森林の貯水機能
・土砂流出量
・農業用水の確保、等

気候変動の緩和策の評価
・再エネのポテンシャル量
・シナリオ毎の変化、等

気候変動の災害リスクの評価
・温暖化による渇水
・異常気象への洪水リスク
・降雪・融雪の減少、等
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動、自然災害、社会と経済の発展、食料安全保障、水の安全保障、環境

劣化と生物多様性）から設定した。  

 

表  6 - 3 評価指標  

気 候 変 動  自 然 災 害  
社 会 と 経 済 の

発 展  

食 料 安 全 ＆ 水

の安 全 保 障  

環 境 劣 化 と

生 物 多 様 性  

・ 降 雨 量  

・ 降 雪 ・ 融 雪 の

減 少  

・ 気 温 上 昇  

・ 蒸 発 散 量  

・ 洪 水 リスク

（ 日 最 大 流

量 ）  

・ 再 生 可 能 エ ネ

ルギーのポテンシ

ャル（ 発 電 量 ）  

・ 農 業 用 水  

・ 春 先 の渇 水 ：  

 流 量 、融 雪 量  

・ 土 砂 流 出 量  

・ 貯 水 機 能  

 

 将来の想定シナリオ  

本手法による評価は流域資源管理を検討するアプローチであり、自然

科学的な指標に重点を置き、 設定する想定シナリオとしては、気候変動

シナリオと流域資源利用シナリオを設定する 。  

気候変動シナリオでは、 SSP 1 - 2 . 6、 S S P 2 -4 .5、 SSP 5 -8 . 5 を設定条件と

し、流域資源利用シナリオでは、 三島町ゼロカーボンビジョンに基づい

て再生可能エネルギー（森林バイオマス・太陽光発電・小水力発電）を

設定し、三島町ゼロカーボンビジョンの目標値を使用して 達成度を確認

する（表  6 -5）。最後に、自然の機能は、仮想条件として土地利用変化（森

林面積 4 %減）を設定し、災害リスクの変化から評価することとした。  
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表  6 - 4 想定シナリオ  

シナリオ  項 目  設 定 条 件  備 考  

気 候 変 動  SSP シナリオ  
2 090 年 の SSP1-2 . 6 、

SSP2-4 . 5 、SSP5-8 . 5  

M IROC6-

N IES2020-

Fu ku sh ima  

流 域 資 源 利 用  

自 然 の 機 能  
土 地 利 用 変 化  

（ 森 林 全 体 の 4％ 減 ）  

跡 地 は 農 地 と し 、

土 地 利 用 変 化 か ら

災 害 リスク を評 価  

再生可能  

エネルギー 

三 島 町 ゼ ロ カ ー ボ ン に 基

づ く 、 再 エ ネ 事 業 実 施 （ バ

イ オ マ ス 、 太 陽 光 、 小 水

力 発 電 ）  

2 050 年 目 標 値 の

達 成 度 を評 価  

 

表  6 - 5 三島町の再生可能エネルギーの目標値（表 3-1 再掲） 1 0 

再 エネ種 類  
総 ポテンシャル量

（ kWh/年 間 ）  

2 030 年  2 050 年  

比 率  
割 合  kWh *  割 合  kWh *  

バイオマス  

（ 発 電 +熱 利 用 ）  
1 09 , 1 00 万  kWh  5%  5 , 4 55 万  2 0%  21 , 8 20 万  5 6%   

太 陽 光 発 電  7 830 万 kWh  5%  392 万  1 0%  783 万  4 1%   

小 水 力 発 電  5 80 万  kWh  5%  29 万  1 0%  58 万  3 %   

合 計  1 億 9300 万  kWh   5 , 8 76 万   2 2 , 6 61 万  1 00%  

* 公 開 目 標 値 を kW か ら k Wh に変 換  

 

6 . 2 .2  評価手順  

流域資源の評価手順について、 図  6 - 5 に示す。基本データを収集し、

その後、解析のためのモデルを構築 し、評価指標は N bS の社会課題に基

づいて、評価項目を設定する。気候変動シナリオ（ S SP）と対象地域で想

定される流域資源利用のシナリオを想定し、指標とそれらの 関係を整理

する。各指標の相対評価（ 202 0 年現在との比較）と総合評価を実施し、

総合評価の結果に基づいてトレードオフ分析を行い、流域資源管理 の利

用・管理方法を検討する。  
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図  6 - 5 流域資源の評価手順  

4. シナリオと指標の関係整理（三島町）

3. 評価指標の設定

森林バイオマス 小水力発電太陽光発電

再エネ・ポテンシャル
温暖化のリスク

気候変動シナリオ
流域資源利用シナリオ

環境劣化と生物多様性食料安全保障＆水の安全保障社会と経済の発展自然災害気候変動

・土壌流出量・農業用水
・春先の渇水：流量、融雪量）

・再生可能エネルギー
のポテンシャル（バイ
オマス量、水力発電）

・洪水リスク
（日最大流量）

・降雨量
・降雪・融雪の減少
・気温上昇、蒸発散量

1. 基本データ収集

2. モデル構築 モデル構築→パラメータ調整→キャリブレーション→再現性検証

データ収集：雨量、流量、土地利用、標高、土壌分布、土質データ

積雪寒冷地→降雪・融雪量の減少

春先の渇水による農業用水の不足

総合評価

課題：食料安全保障・水の安全保障

課題：社会と経済の発展

土地利用変化
森林面積（99→95%）

課題：気候変動・自然災害

極端現象(降雨)

貯水機能低下
土砂流出

リスク評価

5. 各指標の相対評価
と総合評価

6. 流域資源管理手法の提案 トレーニングオフ分析と流域資源管理方法の提案

以下の3項目の現在2020年との相対評価と総合評価の実施
1. 気候変動の影響と災害リスク
2. 自然機能の評価

異常気象のリスク

降雨増加

ポテンシャル評価

3.再エネポテンシャル評価

自然の機能評価

課題：環境劣化と生物多様性
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第 3節  評価結果  

3 章から 5 章の解析結果を使用し、20 20 年のデータを基準（ 100）とし

て各指標に対するレーダ表を作成し、 相対評価を行った。  

 

6 . 3 .1  各指標の相対評価の実施  

 気候変動（災害）のリスク  

a )  気候条件（温暖化・異常気象）  

 各 S SP シナリオにおける気候条件の変化を 図  6 -6 に示す。  

降雨・流量は SS P2 - 4 .5 が最も多く、降雨量は 1 .17 倍に増加し、流量

は 1 .2 8 倍に増加した。蒸発散量は 、 SS P5 - 8 . 5 は 1 .3 6 倍に増加し、流量

は 0 . 96 倍に減少した。  

 気温と日射量では SSP 5 - 8 .5 が最も高く、最高気温は 1 . 24 倍、最低気

温は 1 .47 倍となる。相対湿度、日射量 においては各シナリオの差はほと

んどなかった。  
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図  6 - 6 気候変動による気候条件の変化（年間）  

 

 

b )  降雪・融雪の減少  

第 3 章で既に記述した通りであるが、降雪・融雪量に関しては、全て

のシナリオにおいて、30 %以上減少し、S SP5 -8 .5 では 6％程度まで減少し

た。 SSP 5 - 8 .5 では、冬期の最高気温は 1 . 75 倍（ 3 .66℃）上昇した。  
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図  6 - 7 冬期における気候変動による気候条件の変化  

 

 自然の機能  

a )  土地利用変化  

 森林面積 99 %と 9 5%の災害リスク指標を比較した結果を図  6 -11 に示

す。年最大の流量に変化はなく、平均流量の差もほとんど見られなかっ

た。森林面積 9 5%では、土砂流出は 11％程度増加した。  
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図  6 - 8 森林面積 9 9 %と 9 5%の災害リスク指標の比較  

 

b )  気候変動シナリオ毎の災害リスク  

 森林面積 99%と 9 5%の各気候変動シナリオの指標の変化率を 図  6 -9、

図  6 - 10 に示す。森林面積 9 5%の方が、側方流に関しては、森林面積 99 %

よりも大きい傾向があるが、全体として各シナリオの気候変動による影

響については、森林面積 99 %と 95 %ともに同じ傾向である（図  6 -11）。

他方、日最大流量および表面流出量ともに SSP 2 - 4 .5 が最も高く、一方で

S S P 5 -8 .5 はその両方で最も低い値となった。全体としては、雨量が多い

S S P 2 -4 .5 が最もリスクが高い。  
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図  6 - 9 2020 年（森林面積 9 9%）の気候変動下の災害リスク指標  

 

 

図  6 - 10 20 20 年（森林面積 95 %）の気候変動下の災害リスク指標  
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図  6 - 11 森林面積 9 9%と 95％の各シナリオの傾向比較  

 

 再エネポテンシャル  

a )  対象流域の再生可能エネルギーの目標値  

 三島町のゼロカーボンビジョンの目標値は、表  6 -6 に示した通りであ

る が 、 対 象 流 域 は 三 島 町 の 流 域 の 一 部 で あ り 、 全 体 の 3％ 程 度 （ 2 . 85  

km 2 / 90 .8 1  km 2）であるため、目標値は全体の 3％とした。  

 

表  6 - 6 対象流域における目標  

再 エネ種 類  

2030 年  2050 年  

全 体  
対 象 流 域

（ 3％ ）  
全 体  

対 象 流 域  

（ 3％ ）  

バイオマス  

（ 発 電 + 熱 利 用 ）  
5 , 4 5 5 × 1 0 4  k W h  1 6 4 . 7 × 1 0 4  k W h  2 1 , 8 2 0 × 1 0 4  k W h  6 5 4 . 6 × 1 0 4  k W h  

太 陽 光 発 電  3 9 2 × 1 0 4  k W h  11 . 8 × 1 0 4  k W h  7 8 3 × 1 0 4  k W h  2 3 . 5 × 1 0 4  k W h  

小 水 力 発 電  2 9 × 1 0 4  k W h  0 . 9 × 1 0 4  k W h  5 8 × 1 0 4  k W h  1 . 7 × 1 0 4  k W h  

合 計  5 , 8 7 6 × 1 0 4  k W h  1 7 6 × 1 0 4  k W h  2 2 , 6 6 1 × 1 0 4  k W h  6 8 0 × 1 0 4  k W h  
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b )  木材バイオマス  

 第 4 章で参照した大場ら（ 2 017）の先行研究において、木材バイオマ

スは年間施業面積率の 1 /50（ 2 %）が利用できるとしており、将来的には

2050  年から経済的に利用可能な平均収穫材積は 55 .5  から 7 7 .2  ×10 3  m 3  

/ y と試算されている。これは、三島町の全体で試算した値であ り、対象

流 域 は 三 島 町 全 体 の 内 、 3％ の 流 域 面 積 で あ る た め 、 77 .2× 10 3× 0 .03＝

2 ,3 16  m 3 / y の収穫材積が確保できる ことを仮定した。その上で、木材ペ

レットの密度は 70 0  kg / m 3  を想定し、有効発熱量は 4 .8  k Wh / k g と仮定

し、 kWh を計算したところ、ポテンシャルは 7 78×10 4  kW h（最大）とな

った。ただし、これは民有林全体のポテンシャルであるため、 三島町の

ゼロカーボンビジョンの最大ポテンシャルの試算では民有林の 3 0%が最

大値とされており 1 0、 23 4×1 0 4  kW h が最大値と試算された。  

目標管理面積は 20 3 0 年で 7％と 20 50 年で 10 %であるため、 2030 年は

54 . 5×10 4  kW h、 205 0 年は 77 . 8×1 0 4  kW h と試算された。  

 

〇 木 材 バイオマスのポテンシャル計 算  

 

 

三 島 町 の全 体 の収 穫 材 積 ： 55.5 ～ 77.2 ×10
3
 m

3
 /y （ 大 場 ら ,2017）  

民 有 林 の施 業 面 積 率 ： 1/50（ 2%） で計 算  

対 象 流 域 （ 三 島 町 全 体 の内 、3％ ） の収 穫 材 積 ：  77.2×103×0.03＝ 2316 m3/y  

密 度 （ 仮 ） ： 700 kg/m
3  

*木 材 ペレットを想 定  

有 効 発 熱 量 （ 仮 ）  ： 4.8 kWh/kg 

全 ポテンシャル量 ： 2,316×700×4.8×0.3＝ 約 7,781,760 kWh 

最 大 ポテンシャル-民 有 林 管 理 面 積 30%： 2,334,528 kWh 

2030 年 目 標 -民 有 林 管 理 面 積 7％ ： 7,781,760×0.07＝ 544,723 kWh 

2050 年 目 標 -民 有 林 管 理 面 積 10％ ： 7,781,760×0.1＝ 778,176 kWh 
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c )  ソーラーシェアリング（太陽光発電）  

 G oo g le  ea r th の 20 19 年 8 月の衛星画像より流域内の農地面積をポリゴ

ン作成機能により計測したところ、 4 .1  ha であった。既存の農地におい

てソーラーシェアリングを実施した場合の発電量 は以下の通り、 91 .1 万

kWh のポテンシャルがあることが分かった。一方、第 4 章で三島町の荒

廃農地の割合は 33％であることを確認した（図 4 - 2）。荒廃農地のみを対

象にソーラーシェアリングを実施した場合は、3 0 万  kWh となる。また、

S S P 1 -2 .6、 SS P2 -4 .5、 SS P 5 -8 .5 における 20 90 年の日射量の増加率は 2%

であったため、ポテンシャルが微増する可能性がある。  

 

〇ソーラーシェアリング発電量試算  

 

  

既 存 農 地 面 積 （ 対 象 流 域 ） ： 0.041 km
2
 ＝  41 ,000 m 2  

年 間 日 射 量 ： 3.58kWh/m
2
/d 

システム容 量 ： 10 kW/150 m
2
 

損 失 係 数 ： 0.85 

面 積 設 置 率 （ 遮 光 率 ） ： 30% 

年 間 発 電 量 （ 最 大 ） ＝ 41,000×3.58×0.0667×365×0.85 ×0.3= 911,225 kWh  

年 間 発 電 量 （ 荒 廃 農 地 33％ ） ＝ 911,25×0.33=300,704 kWh  
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d )  小水力発電  

 小水力発電の推定量は第 5 章で計算した通りであり、10 年確率降雨で

最大 2 0 , 779 kWh である。  

 

 

図  6 - 12 各確率降雨おける年間発電量（表 5 - 10 再掲）  
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e )  発電ポテンシャル評価  

 ( 2 )～ (4 )の結果を取りまとめ、20 50 年目標との達成度を表  6 - 7 に示す。 

再エネポテンシャルの 202 0 年（現在）は以下の内容で試算した。  

バイオマス： 2030 年目標の民有林管理面積 7％  

太陽光発電：既存農地のうち、荒廃農地（全体の 33％）でソーラーシェ

アリングを実施し場合  

小水力発電： 2020 年降雨の計算結果  

 

再エネポテンシャルの最大値は以下の内容で試算した。  

バイオマス：最大ポテンシャルである民有林管理面積 3 0%  

太陽光発電：既存農地すべてがソーラーシェアリングを実施した場合  

小水力発電： 10 年確率降雨の計算結果  

 

 太陽光発電は、他の項目としてポテンシャルが高く、 荒廃農地でのソ

ーラーシェアリングを実施 した場合においても、目標値 1 . 28 倍を発電す

る。一方、バイオマスによる発電は、最大ポテンシャルにおいても 3 6%

の達成度であり、条件の変更がない限り、目標の達成は難しい。 全ての

最 大 ポ テ ン シ ャ ル を 合 算 し た 場 合 に お い て も 達 成 率 は 最 大 4 8%で あ る

（表  6 -7）。  
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図  6 - 13 再エネポテンシャルの達成度  

 

 

表  6 - 7 対象流域における再エネ目標達成率  

再 エネ種 類  
2 050 目 標 （ 3％ ）  

（ kWh）  
発 電 ポテンシャル  

（ kWh）  
達 成 率  

バイオマス  654 . 6×10 4  54 . 5  -  233 .4×10 4   8  -  36%    

太 陽 光 発 電  23 . 5×10 4  30 . 0  -  91 . 1×10 4   128  -  388%   

小 水 力 発 電  1 . 7×10 4  1 . 2  -  2 . 0×10 4   70  -  118%   

合 計  680×10 4  109 . 0  -  326 . 5×10 4  16  -  48%  
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6 .3 .2  各指標の総合評価  

各指標において、〇： 2020 年から改善、△： 20 20 年を現状維持、×：

2020 年より悪化、として 3 段階の評価を行い、総合評価を実施した（表  

6 -8）。SS P1 -2 .6、S SP 2 -4 .5、SSP 5 - 8 .5 も降雨量の変化により、リスクとポ

テンシャルの変動がそれぞれ異なり、 SS P2 - 4 .5 では洪水リスクは増加す

る一方で、小水力発電ポテンシャルは増加し た。森林面積 95 %は土壌流

出のリスクは増加するが、ソーラーシェアリングやバイオマスなどを利

用した再エネポテンシャルは増加の可能性がある。  
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表  6 - 8 総合評価の結果  

社 会 課 題  指 標  

各 気 候 変 動 における  

2 020 年 と 2090 年 比 較  
土 地 利 用 変 化

評 価  

持 続 型  

SSP1-2 . 6  

中 道 型  

SSP2-4 . 5  

化 石 燃 料 依 存  

SSP5-8 . 5  

森 林 面 積 変 化  

99%→95%  

気 候 変 動  
降 雪 ・ 融 雪 量  

の減 少  

×  

降 雪 ： -72%  

融 雪 ： -81%  

×  

降 雪 ： -77%  

融 雪 ： -77%  

×  

降 雪 ： -94%  

融 雪 ： -94%  

－  

自 然 災 害  
洪 水 リスク  

（ 最 大 日 流 量 ）  

△  

微 増  

1%増  

×  

悪 化  

33%増  

△  
全 体 流 量 は 減 少  

1 0 年 確 立 降 雨 は 増 加  

△  

現 状 維 持  

変 化 なし  

社 会 と経 済 の発 展  
再 生 エネルギー  

事 業 の目 標 達 成 率  

〇  

小 水 力 発 電 量  

10 . 1%増  

〇  

小 水 力 発 電 量  

28 . 1%増  

〇  

小 水 力 発 電 量  

3 . 1%増  

〇  

バイオマス活 用

4%増  

食 料 安 全 保 障  
春 先 （ 2 月 末 ） の  

流 量 変 化  

×  

35%減  

×  

18%減  

×  

20%減  
－  

水 の安 全 保 障  冬 期 の流 量 変 化  
×  

-10%減  

△  

1％ 増  

〇  

9%増  
－  

環 境 劣 化 と 生 物 多

様 性 の損 失  
土 壌 流 出 量  

△  

1％ 増  

×  

14％ 増  

〇  

2%減  

×  

11％ 増  

〇： 2020 年 から改 善 、△： 2020 年 を現 状 維 持 （ 1％ 以 内 の差 ） 、×： 2020 年 より悪 化  
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6 .3 .3  トレードオフと流域資源管理の提案  

上記の総合評価に基づいて、トレー ドオフの観点から今後の流域資源

管理について提案を行った。  

 

 自然の機能と再エネポテンシャル  

自然の機能と資源を利用する再生可能エネルギーとの関係には、一部

トレードオフの関係が存在する。 対象流域において、再生可能エネルギ

ー事業の推定値は目標を満たしていない が、その一方で、土地利用変化

（森林面積 95 %）では、土壌流出が増加したのみで、 災害リスクは大幅

に増加していないことから、森林面積の活用を検討することで再エネ目

標値の達成を目指すこと が考えられる（例えば、再エネ事業中でポテン

シャルが高い太陽光発電 の導入等）。  

 

 自然の機能と災害リスク（人工インフラ）  

自然の機能と災害リスクはコベネフィットが期待されているが、 対象

流域における森林の貯水機能も容量に限界があり、一定以上の降雨量に

おいては、効果はそれほど大きくな く、小流域において自然の機能に防

災能力を委ねることは逆に災害リスクを上げること（無対策）にもなり

かねない。一方で、降雨量は気候変動により増加傾向になる可能性が高

いことから、気候変動に対する災害リスクの対策は強化すべきであり 、

土壌流出対策としては択伐による森林利用計画を検討するとともに 、洪

水対策として必要に応じて人工インフラの導入を検討することも考えら

れる。  

他方、気候変動により降雪・融雪は減少傾向になるものの、冬期の流

量自体の減少の可能性は少ないことから、 春先の流量確保のための貯水
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池の設置等の施策を講じることで、 災害リスクは抑えることも考えられ

る。  

 

 気候変動と災害リスクと再エネポテンシャル  

気候変動の進行と災害リスクは比例関係かつ状況は悪化のみと考え る

風潮もあるが、全球的な温暖化が、地域における環境や社会の悪化を、

必ずしももたらすわけではな く、例えば小水力のポテンシャルは気候変

動後に好転する可能性があり、一方で化石燃料依存型の SS P 5 -8 .5 では、

流量全体としては減少傾向となり、 農業用水としては不足のリスクがあ

る一方で、夏場の降雨減少による日最大流量 が減少するため、水災害リ

スクが減少する可能性も示唆された 。気候変動の影響により好転する指

標については、より有効活用する手段も考えられる。 各シナリオや社会

課題によって影響は異なる ため、その特徴を考慮した計画策定が重要で

ある。  

 

6 . 3 .4  流域資源評価シート作成  

 気候変動の影響評価は、 地域レベルでの対策議論の促進 するために可

視化できる形で整理することが重要である。  

上述の結果を整理する形で、気候変動の影響を踏まえた流域資源の評

価シートを作成した（ 図  6 -14）。評価シートを用いることで、気候変動

による影響と、災害リスク、自然の機能、緩和策（再エネ）のポテンシ

ャルを可視化して確認することができる。  
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三 島 町 の ゼ ロ カ ー ボ ン ビ ジョ ン の 塙 子 沢 流 域 評 価 シ ー ト  

三 島 町 のゼ ロカ ーボ ン ビ ジ ョン の 目 標 値  

再 エ ネ 種 類  

2 0 3 0 年  2 0 5 0 年  

全 体  
対 象 流 域

（ 3 ％ ）  全 体  
対 象 流 域  

（ 3 ％ ）  

バ イ オ マ ス  5 , 4 5 5 万  1 6 4 . 7 万  2 1 , 8 2 0 万  6 5 4 . 6 万  

太 陽 光 発 電  3 9 2 万  1 1 . 8 万  7 8 3 万  2 3 . 5 万  

小 水 力 発 電  2 9 万  0 . 9 万  5 8 万  1 . 7 万  

合 計  5 , 8 7 6 万  1 7 6 万  2 2 , 6 6 1 万  6 8 0 万  
 

 
1 . 災 害 リ ス ク 、 自 然 の 機 能 、 緩 和 策 （ 再 エ ネ ） の 関 係 整 理  

 
2 .  気 候 変 動 、 再 エ ネ ポ テ ン シ ャ ル 、 土 地 利 用 変 化 の 相 対 評 価  

  

3 . 総 合 評 価  

社 会 課 題  指 標  

気 候 変 動 の 評 価  

2 0 2 0 年 と 2 0 9 0 年 （ 各 シ ナ リ オ ） 比 較  

土 地 利 用 変

化 評 価  

持 続 型

S S P 1 - 2 . 6  

中 道 型  

S S P 2 - 4 . 5  

化 石 燃 料 依 存  

S S P 5 - 8 . 5  

森 林 面 積 変 化  

9 9 % → 9 5 %  

気 候 変 動  降 雪 ・ 融 雪 の 減 少  
×  

降 雪 ： - 7 2 %  

融 雪 ： - 8 1 %  

×  

降 雪 ： - 7 7 %  

融 雪 ： - 7 7 %  

×  

降 雪 ： - 9 4 %  

融 雪 ： - 9 4 %  

－  

自 然 災 害  
洪 水 リ ス ク  

（ 最 大 日 流 量 ）  

△  

微 増  

（ 1 % 増 ）  

×  

悪 化  

（ 3 3 % 増 ）  

△  

全 体 流 量 は 減 少  

1 0 年 確 立 降 雨 は

増 加  

△  

現 状 維 持  

（ 変 化 な し ）  

社 会 と 経 済 の 発

展  

再 生 エ ネ ル ギ ー 事 業 の

目 標 達 成 率  

〇  

小 水 力 発 電 量  

1 0 . 1 % 増  

〇  

小 水 力 発 電 量  

2 8 . 1 % 増  

〇  

小 水 力 発 電 量  

3 . 1 % 増  

〇  

バ イ オ マ ス 活 用

4 % 増  

食 料 安 全 保 障  
春 先 （ 2 月 末 ） の  

流 量 変 化  
×  

3 5 % 減  

×  

1 8 % 減  

×  

2 0 % 減  
－  

水 の 安 全 保 障  冬 期 の 流 量 変 化  
×  

- 1 0 % 減  

△  

1 ％ 増  

〇  

9 % 増  
－  

環 境 劣 化 と生 物 多

様 性 の損 失  
土 壌 流 出 量  

△  

1 ％ 増  

×  

1 4 ％ 増  

△  

2 % 減  

×  

1 1 ％ 増  

〇 ： 2 0 2 0 年 よ り 改 善  △ ： 2 0 2 0 年 を 現 状 維 持  × ： 2 0 2 0 年 よ り 悪 化  
 

図  6 - 14 気候変動の影響を踏まえた流域資源評価シート

森林バイオマス 小水力発電太陽光発電

再エネ・ポテンシャル
温暖化のリスク

気候変動シナリオ（SSP）
流域資源利用シナリオ

積雪寒冷地→降雪・融雪量の減少

春先の渇水による農業用水の不足

総合評価

課題：食料安全保障・水の安全保障

課題：社会と経済の発展

土地利用変化
森林皆伐（農地5%）

課題：気候変動・自然災害

洪水リスク増加

貯水機能低下
土砂流出

リスク評価

異常気象のリスク

降雨増加

ポテンシャル評価

自然の機能評価

課題：環境劣化と生物多様性
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第 4節  考察  

 本評価手法による発見  

気候変動が及ぼす影響を考慮し、災害リスク と自然の機能、緩和策（再

生可能エネルギー）を総合的に評価し、取りまとめた。総合評価の結果、

S S P シナリオが悪化するほど、全ての評価項目が悪い方向に進むのでは

なく、各シナリオによって、 気候変動のリスクと再エネポテンシャルが

変動することがわか った。  

例えば、森林面積の利用は 土壌流出への対策を実施すれば、各 S S P シ

ナリオによる影響の差も大きくなく 、緩和策のポテンシャルを上げるこ

とも可能だと思われ 、その一方で、森林の貯水機能も容量に限界があり、

一定以上の降雨量においては、気候変動の適応策としての効果はそれほ

ど大きくない可能性が示唆された。  

全球的な温暖化が、地域における環境や社会の悪化を、必ずしももた

らすわけではなく、その一方で気候変動による災害リスク を自然の機能

にすべて委ねることは難しい。  

これ らは 総合 評 価を 実施 した こと に より 明ら かに なっ た 事項 であ り、

本評価シートを用いることで、各 S S P シナリオで資源利用計画を実施す

るかを検討することが可能となり、本研究で初めてそれらの評価のあり

方を明らかにした。  
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第 5節  まとめ  

（ 1）  流域資源評価手法の構築  

流域資源の評価における評価の手順と整理・分析方法について提案し

た。まず、3 項目（災害リスク、自然の機能、再エネポテンシャル）にお

いて定量分析し、関係整理を行う。そして、各指標による相対評価と総

合評価を実施し、総合評価の結果に基づいてトレードオフの観点から、

流域管理の提案を行うことで、総合的な流域資源評価手法が構築できる

ことを説明した。  

 

（ 2）  流域資源の総合評価の提案  

N bS における各社会課題において評価指標を作成し、 3 段階の総合評

価（改善、現状維持、悪化）を実施・整理し、 評価シートを作成した。

本シートを使用することで SS P シナリオを踏まえた資源利用計画の検討、

地域の持続的な発展や再生可能エネルギーの利用に対する総合的な見通

しを示すことが可能となる。そして、異なる気候変動シナリオや流域資

源利用シナリオにお ける適応策と緩和策の検討に役立つものだと考える 。 
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第 7 章   総括  

第 1節  研究概要  

日 本 の地 方レ ベルの 自 治体 では 具体的 な 気候 変動 に対す る 適応 策を

検討するための情報が不足しており、地域への影響予測、地域特有の脆

弱性とリスク評価、対策技術、社会実装など、多岐に渡る研究と活動が

求められている。令和 3 年 1 0 月 2 2 日に閣議決定された気候変動適応

計画では、気候変動により頻発化・激甚化する水災害に対して、 自然環

境が有する多様な機能を活用し、災害リスクの低減に寄与する 自然の機

能を積極的に保全又は再生することが掲げられている。しかし、その効

果は小流域毎に異なるため、機能の正確な把握が重要である。 他方の小

さな自治体ほど自然エネルギーのポテンシャルが大きく、特に農村部は

風力、太陽光、バイオマス、地中熱など多くの自然エネルギー資源があ

るとも言われており、資源を有効活用し、地域活性化を合わせて流域資

源の管理を考える必要がある。  

 そこで、本研究は、地域レベルにおける気候変動を考慮した流域の災

害リスクと自然の機能、気候変動の緩和策の効果を定量分析し、それら

の関係性を整理し、流域資源の評価手法を提案することを目的とした。  

1  章序論では、本 論文の目的と意義 を明確化し、研究 目的及び構成

を示した。  

2 章では、モデルの選定を行い、モデルは準分布型モデルかつ汎用性

が高い S W A T ＋を採用した。モデルの構築は、土壌分析の実測値の入

力、側方流の補正値として自動キャリブレーションを実施し、構築した

モデルを N S E 、決定係数 R 2 で精度検証を行い、それぞれ一定の精度

が確保できることを確認した。  

3 章では、気候変動による降雪・融雪への影響を評価した。各 S S P

シナリオにおける 2 0 9 0 年の降雪量と融雪量は、 2 0 2 0 年と比較して、
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S S P 1 - 2 . 6 で約 3 割、 S S P 2 - 4 . 5 で約 4 割、 S S P 5 - 8 . 5 で約 9 割減

少することが示された。  

春先の流量への影響については、降雨量はすべての S S P シナリオで

増加しており、特に S S P 2 - 4 . 5 では最も増加しており、気候変動によ

り春先の総流量としては増加することが示された。  

4 章では土地利用変化として森林面積を全体の 9 9 %から 9 5 % に減少

させ、気候変動を考慮した森林の貯水機能と災害リスクを評価した。森

林の貯水機能は、降雨が一定期間続いた場合、土壌が湿潤状態に達して

低下するため、年間の最大降雨時には森林面積を減少させた場合におい

ても、貯水機能の上限を迎えているため、年間の日最大流量の変化はな

かった。蒸発散の差はほとんどなく、年全体の流量は森林面積減少後、

微増加となり、土砂流出量が 1 1 %増加した。 S S P シナリオ毎の年間の

最大流量は、森林面積 9 9 ％と 9 5 ％ともにどの S S P シナリオにおいて

も同じであり、洪水リスクとしては大きな差はないことを確認した。  

5 章では気候変動を考慮した緩和策（小水力発電）のポテンシャルを

評価した。気候変動の影響は 2 0 2 0 年比で S S P 1 - 2 . 6 では + 1 0 . 1 % 、

S S P 2 - 4 . 5 では + 2 8 . 1 % 増加し、 S S P 5 - 8 . 5 では発電量が 3 . 1 % 増加

と な っ た 。 確 率 降 雨 の 年 間 発 電 量 は 2 0 2 0 年 比 で 3 年 確 率 降 雨 は

+ 6 9 . 0 % 、 1 0 年確率降雨は + 1 0 0 . 6 %増加した。  

6 章では、気候変動シナリオと流域資源利用シナリオを設定し、災害

リスクと自然機能、再生可能エネルギーのポテンシャル、各指標の相対

評価（現在 2 0 2 0 年との比較）を実施するともに、それらを取りまと

め総合評価を行い、総合評価の結果に基づいてトレードオフ分析を行う

ことで、流域資源管理を提案した。  

本 研 究成 果に より 気 候 変動 によ るリス ク とポ テン シャル 変 動を 可視

化したことで地域レベルでの気候変動への対策検討の議論の促進につな

がり、本シートを活用して地域住民参加型の議論を行うことで、地域ニ
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ーズや優先事項の考慮した計画の立案が可能になることは、特筆すべき

点である。  

 

第 2節  今後の課題  

本 研 究に より 気候変 動 の影 響を 踏まえ た 災害 リス ク、自 然 の機 能、

緩和策の評価が可能となった。このことは、世界的に自然の評価を高め

ていく動きがある中で、自然に対する評価手法に焦点が集まるものの、

総合的な観点から各項目の関係を分析した研究は少なかったことから、

提案した評価手法を使用することで、各要素の相互関係が定量的に分か

り、今後の流域管理計画に役立つものと考える。  

一 方 、各 シミ ュレー シ ョン の精 度向上 に つい ては 、課題 の 一つ であ

るが、精度向上のためには観測のデータの増加と継続的なデータ収集が

必要となり、そのための負荷が発生する。また、気候変動による気候・

環境条件の変化は著しく、加えて気候変動モデルもアップデートされて

いくため、一度のシミュレーションの結果を継続して利用できるとは言

えず、条件の変化に合わせて定期的な更新が必要である。小規模の自治

体においては、活用できるリソースに限りがあり、どの分野・項目に重

点をおき、継続的に評価を更新するかは計画すべきである。評価指標の

設定にあたっては、その地域で協議を行い、その地域毎の問題・課題を

整理し、重みづけを行い、設定すべきものであり、地域住民への説明・

ヒアリングにより、ニーズとの照らし合わせを考慮した影響評価の説明

が必要である。  
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要  旨  

 

日 本 の地 方レ ベルの 自 治体 では 具体的 な 気候 変動 に対す る 適応 策を

検討するための情報が不足しており、地域への影響予測、地域特有の脆

弱性とリスク評価、対策技術、社会実装など、多岐に渡る研究と活動が

求められている。令和 3 年 1 0 月 2 2 日に閣議決定された気候変動適応

計画では、気候変動により頻発化・激甚化する水災害に対して、自然環

境が有する多様な機能を活用し、災害リスクの低減に寄与する自然の機

能を積極的に保全又は再生することが掲げられている。しかし、その効

果は小流域毎に異なるため、機能の正確な把握が重要である。他方の小

さな自治体ほど自然エネルギーのポテンシャルが大きく、特に農村部は

風力、太陽光、バイオマス、地中熱など多くの自然エネルギー資源があ

るとも言われており、資源を有効活用し、地域活性化を合わせて流域資

源の管理を考える必要がある。そこで、本研究は、地域レベルにおける

気候変動を考慮した流域の災害リスクと自然の機能、気候変動の緩和策

（再生可能エネルギー）を定量評価し、それらの関係性を分析し、評価

手法を構築し、流域管理の提案を行う ことを目的とした。本論文は 7

章から構成されており、 1  章序論で、本論文の目的と  意義を明確化し、

研究目的及び構成を示し、 2 章ではモデルの選定と検証、 3 章では冬期

の気候変動による降雪・融雪への影響評価、 4 章では気候変動を考慮し

た森林の貯水機能と災害リスクの評価、 5 章では気候変動を考慮した再

エネ（小水力）のポテンシャル評価、 6 章では地域レベルにおける流域

資源の定量的な評価手法の提案、 7 章を研究総括とした。  

研究対象地は福島県三島町の塙子沢流域である。 2 章では自治体で使

用することを想定し、汎用性の観点からシミュレーション・モデルの比

較・選定を行い、モデルは作業負荷と精度を考慮し、準分布型モデルか

つ融雪・降雪の解析ができる S W A T ＋を採用し、その精度が確保でき

ることを検証した。 3 章では気候変動による降雪・融雪への影響を評価
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し、全ての S S P シナリオにおいて、 2 0 9 0 年には降雪・融雪量が著し

く 減 少 す る こ と を 確 認 し た 。 4 章 で は 森 林 面 積 の 減 少 （ 森 林 面 積 を

9 9 % から 9 5 % ）による森林の貯水機能の変化を確認し、降雨が一定期

間続いた場合に森林の貯水機能は上限に達し、森林面積 9 5 % において

も日最大流量に変化は生じないことを確認した。第 5 章では、気候変

動の影響を考慮した小水力発電のポテンシャル評価を行い、異なる気候

変動シナリオをシミュレーションした結果、将来的な発電ポテンシャル

は、現在（ 2 0 2 0 年）と比較して最大 2 8 % 程度差異が生じることが明ら

かとなった。第 6 章では気候変動シナリオ（ S S P ）と対象地域で想定

される流域資源利用のシナリオを想定し、気候変動下における関係性を

整理し、災害リスク、自然機能、緩和策（再生可能エネルギー）の 3

項目の評価と関係性を分析し、それぞれの気候変動シナリオや流域資源

利用シナリオにおいて、各社会課題が総合的に評価された。地域レベル

における流域資源について総合的な観点から各項目の関係性に分析した

研究は極めて少なかったことから、提案した評価手法を使用することで、

各要素の相互関係が定量的に分かり、気候変動を考慮した総合的な評価

の重要性、評価のあり方を本研究で初めて明らかにした。  
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SUMMARY 

 

Development of watershed resource assessment methodology 

considering climate change scenarios on regional level  

- A Proposal for Comprehensive Assessment of Climate Change Impacts 

and Mitigation Measures in Mishima Town, Fukushima Prefecture – 

 

Shotaro KIKUCHI 

 

Since local governments sometimes do not have sufficient information to consider 

specific climate change adaptation measures, a wide range of research and activities 

are required, including regional impact prediction, region-specific vulnerability and 

risk assessment, countermeasure technologies, and social implementation. The Climate 

Change Adaptation Plan approved by the Cabinet on October 22, 2021 calls for the 

active conservation or restoration of natural functions that contribute to disaster risk 

reduction by utilizing the diverse functions of the natural environment in response to 

water-related disasters that are becoming more frequent and severe due to climate 

change. However, since the effects of these efforts vary from one small watershed to 

another, it is important to accurately identify the functions. On the other hand, smaller 

municipalities are said to have greater potential for natural energy, and rural areas in 

particular are said to have many natural energy resources such as wind, solar, biomass, 

and geothermal heat, etc. It is necessary to consider management of watershed 

resources in combination with effective use of resources and local revitalization.  

Therefore, this study aimed to quantitatively evaluate disaster risk, natural functions, 

and climate change mitigation measures (Renewable energy) of watersheds 

considering climate change at the regional level, analyze the relationship between 

them, develop an evaluation method, and propose watershed management. The study 

area is the Dangosawa watershed in Mishima Town, Fukushima Prefecture. The paper 

consists of seven chapters: Chapter 1, Introduction, clarifies the purpose and 

significance of the paper and presents the research objectives and structure; Chapter 2, 
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Hydro-model selection and validation; Chapter 3, Assessment of the impact of winter 

by climate change on snowfall and snowmelt; Chapter 4, Assessment of forest water 

storage function and disaster risk under climate change; Chapter 5, Assessment of 

renewable energy (small hydropower) in under climate change; Chapter 6, proposes a 

quantitative evaluation method for watershed resources at the regional level, and 

Chapter 7 summarizes the study. The results of the research are described below.  

In Chapter 2, we compared and selected a simulation model from the viewpoint of 

versatility, assuming that the local government would use the model. In Chapter 3, we 

evaluated the impact of climate change on snowfall and snowmelt  and confirmed that 

snowfall and snowmelt will decrease significantly by 2090 under all SSP scenarios. In 

Chapter 5, we examined the effects of climate change on the water storage function of 

forests and found that the maximum daily flow rate does not change even when the 

forest area is reduced to 95%. In Chapter 5, we evaluated the potential of small 

hydropower generation considering the effects of climate change, simulating different 

climate change scenarios. We found that the future power generation potential  

increases by about 28%, depending on the scenario. In Chapter 6, we assume the 

climate change scenario (SSP) and the scenario of watershed resource use assumed in 

the target area, organize the relationships under climate change, and discuss disaster 

risks, natural functions, and renewable energy. By analyzing the evaluation and 

relationship of the three elements were as comprehensively evaluated in each climate 

change scenario and basin resource use scenario. A few studies have analyzed the 

relationship between each component from a comprehensive perspective regarding 

watershed resources at the local level. Using the proposed evaluation method, the 

interrelationships of each component can be quantitatively understood, and climate 

change This study clarified for the first time the importance of comprehensive 

evaluation that considers the factors involved and the ideal form of the assessment. 
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